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生活保護制度について生活保護制度について

（１）現状・課題

平成30年２月に国会に提出した生活保護法改正案を含む「生活困窮者等の自立を促進するための生活困窮者自立支援法等の
一部を改正する法律案」については、平成30年６月１日に可決成立、６月８日に公布されたところ。

生活扶助基準については、平成29年の生活保護基準部会における検証結果を踏まえ、平成30年10月から３回にわけて段階的に
見直しを実施。

（２）今後の取組

○ 生活保護制度については、改正生活保護法の円滑な施行に向けて、

・ 社会福祉住居施設（無料低額宿泊所）の最低基準等の検討

・ 単独での居住が困難な生活保護受給者の日常生活上の支援の委託の在り方の検討

・ 被保護者健康管理支援事業の円滑な施行に向けた試行事業の実施やシステム基盤整備などの準備

を進めるほか、更なる就労支援の推進、医療扶助の適正化などに取り組む。

２ 生活保護基準の見直し

１ 生活保護制度の見直し

【改正生活保護法の主な内容】

(1) 生活保護世帯の子どもの貧困の連鎖を断ち切るため、大学等への進学を支援 【公布日（平成30年６月８日）施行】
① 進学の際の新生活立ち上げの費用として、「進学準備給付金」を一時金として給付 ※平成30年１月１日から適用

(2) 生活習慣病の予防等の取組の強化、医療扶助費の適正化 【①:2021年1月１日施行、②:平成30年10月1日施行】
① 「被保護者健康管理支援事業」を創設し、データに基づいた生活習慣病の予防等、健康管理支援の取組を推進

② 医療扶助のうち、医師等が医学的知見から問題ないと判断するものについて、後発医薬品で行うことを原則

(3) 貧困ビジネス対策と、単独での居住が困難な方への生活支援 【2020年４月1日施行】
① 無料低額宿泊所について、事前届出、最低基準の整備、改善命令の創設等の規制強化

② 単独での居住が困難な方への日常生活支援を良質な無料低額宿泊所等において実施

(4) 資力がある場合の返還金の保護費との調整、介護保険適用の有料老人ホーム等の居住地特例 【平成30年10月1日施行】

-
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生活困窮者等の自立を促進するための
生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律の概要

生活困窮者等の一層の自立の促進を図るため、生活困窮者に対する包括的な支援体制の強化、生活保護世帯の子どもの大学等への
進学支援、児童扶養手当の支払回数の見直し等の措置を講ずるほか、医療扶助における後発医薬品の原則化等の措置を講ずる。

改正の趣旨

１．生活困窮者の自立支援の強化（生活困窮者自立支援法）
(1) 生活困窮者に対する包括的な支援体制の強化
① 自立相談支援事業・就労準備支援事業・家計改善支援事業の一体的実施を促進
・ 就労準備支援事業・家計改善支援事業を実施する努力義務を創設
・ 両事業を効果的・効率的に実施した場合の家計改善支援事業の国庫補助率を引上げ(1/2→2/3)

② 都道府県等の各部局で把握した生活困窮者に対し、自立相談支援事業等の利用勧奨を行う努力義務の創設
③ 都道府県による市等に対する研修等の支援を行う事業を創設

(2) 子どもの学習支援事業の強化
① 学習支援のみならず、生活習慣・育成環境の改善に関する助言等も追加し、「子どもの学習・生活支援事業」として強化

(3) 居住支援の強化（一時生活支援事業の拡充）
① シェルター等の施設退所者や地域社会から孤立している者に対する訪問等による見守り・生活支援を創設 等

２．生活保護制度における自立支援の強化、適正化（生活保護法、社会福祉法）
(1) 生活保護世帯の子どもの貧困の連鎖を断ち切るため、大学等への進学を支援
① 進学の際の新生活立ち上げの費用として、「進学準備給付金」を一時金として給付

(2) 生活習慣病の予防等の取組の強化、医療扶助費の適正化
① 「健康管理支援事業」を創設し、データに基づいた生活習慣病の予防等、健康管理支援の取組を推進
② 医療扶助のうち、医師等が医学的知見から問題ないと判断するものについて、後発医薬品で行うことを原則化

(3) 貧困ビジネス対策と、単独での居住が困難な方への生活支援
① 無料低額宿泊所について、事前届出、最低基準の整備、改善命令の創設等の規制強化
② 単独での居住が困難な方への日常生活支援を良質な無料低額宿泊所等において実施

(4) 資力がある場合の返還金の保護費との調整、介護保険適用の有料老人ホーム等の居住地特例 等

３．ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進（児童扶養手当法）
(1) 児童扶養手当の支払回数の見直し（年3回（4月,8月,12月）から年6回（1月,3月,5月,7月,9月,11月）） 等

改正の概要

平成30年10月１日（ただし、１．(2)(3)は平成31年４月１日、２．(1)は公布日、２．(2)①は平成33年１月１日、２．(3)は平成32年４月１日、３．は平成31年９月１日※ 等）

施行期日

-
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生活保護世帯の子どもの大学等への進学率が全世帯の子どもより著しく低いことを踏まえ、貧困の連鎖を断ち
切り、生活保護世帯の子どもの自立を助長するため、生活保護制度に起因する課題に対応した支援策を講じる。

大学進学後も引き続き、出身の生活保護世帯と同居して通学している場合は、大学等に通学している間に限り、子どもの分
の住宅扶助額を減額しない措置を講じる。（平成30年４月より実施）

東京都２３区（１級地の１） 母と子２人の３人世帯における
第１子の大学等進学前後の生活保護基準額の例

母（４０～２０歳）、第１子：高校卒業生（１８歳）、第２子：高校生（１８～１５歳）の世
帯では、第１子が大学等に進学すると生活保護から外れその分の生活保護費が減
額となる

大学等進学時の一時金の創設（平成30年生活保護法の改正により新設）

（参考）大学等就学中に住宅扶助を減額しない措置の実施

生活保護受給世帯の子どもが大学等に進学した際に、新生活の立ち上げ費用として一時金を給付する。
（自宅通学で１０万円～自宅外通学で３０万円） （平成30年に進学した者から給付）

生活保護世帯の子どもの大学等への進学支援

進学前 進学後 差

生活扶助 19万4,980円 15万4,040円 ▲4万940円

住宅扶助（上限額） 6万9,800円 6万4,000円 ▲5,800円

高等学校等就学費
（基本額）（第２子）

5,200円 5,200円 0

合計 26万9,980円 22万3,240円 ▲4万6,740円

（注）金額は平成３０年１０月１日現在

（参考）第１子の高校卒業に伴い給付されなくなる母子加算（子１人は21,400円、子２人めは
＋2,800円）、児童養育加算（１人あたり10,000円）及び第１子の高等学校等就学費（基本額：
5,200円）を含めると、合計で約６万円の減額となる。

減額しないことに
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生活習慣病の予防等の取組の強化、医療扶助の適正化

２．医療扶助における後発医薬品の使用原則化

１．生活習慣病の予防等の取組の強化

データに基づき、生活習慣病の予防等を推進する「健康管理支援事業」
を創設。国は罹患状況等の分析・情報提供等により支援 被保護者の医療・健康データを

管理・分析し、対象者等を決定

受給者福祉事務所

対象者に生活習慣の指導・必
要な医療の受診勧奨等の支援
（健康管理支援事業）を実施

全国の被保護者の医療・健康デ
ータを分析し、結果を情報提供

国

生活保護受給者は、医療保険の加入者等と比較して生活習慣
病の割合が高いが、健診データ等が集約されておらず、生活習
慣病の予防・重症化予防の取組が十分には実施できていない。

○後発医薬品の使用の原則化を法律に規定（生活保護法第３４条第３項の改正）

医師等が医学的知見等に基づいて、後発医薬品を使用することができると認めたものについては、原則として、後発医
薬品による給付

○後発医薬品使用割合は約７割となっている。

○地方自治体からも、使用割合80％に向けて、さらに取組を進めるためには、後発医薬品の原則化が必要 との意見

○医師等が後発医薬品の使用を可能と認めている等の必要な条件の下で実施

-
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貧困ビジネス対策と単独での居住が困難な方への日常生活支援

○ 利用者の自立を助長する適切な支援環境を確保
するため、社会福祉法を改正し、法令上の規制を
強化

１．無料低額宿泊所の規制強化（貧困ビジネス規制）

○施設数：537､入所者数15,600人（うち生保受給者14,143人）
○居室面積：7.43㎡未満200施設(43%)

7.43～15㎡未満217施設(47%)
○食費､その他の費用（光熱水費､サービス利用料など）を徴収する施設
数､平均徴収月額： 結果として、86%の施設で、

被保護者本人の手元に残
る保護費が3万円未満

ガイドラインの基準：7.43㎡以上
住宅扶助面積減額対象：15㎡以下

食費 453施設(84%) 28,207円
その他の費用 469施設(87%) 15,597円

○ 生活保護法を改正し、単独での居住が困難な生活
保護受給者に対し、サービスの質が確保された施設
において、必要な日常生活上の支援を提供する仕
組みを創設

２．単独で居住が困難な方への日常生活支援

無料低額宿泊所の現状（平成27年６月）

①無料低額宿泊事業について、新たに事前届出制
を導入

②現在ガイドライン（通知）で定めている設備・運営
に関する基準について、法定の最低基準を創設

③最低基準を満たさない事業所に対する改善命令
の創設

福祉事務所が、単独での居住が困難な受給者へ
の日常生活上の支援の実施を、良質なサービス
の基準を満たす無料低額宿泊所等に委託可能と
する

無料低額宿泊所等

劣悪な宿泊所良質な宿泊所

当該住居に支援を必要とする生活保護受給者（※）が入居した
場合、福祉事務所が事業者に日常生活上の支援の実施を委
託し、その費用を事業者に交付

※ 単独での居住が困難で、無料低額宿泊所等で日常生活上の支
援を受ける必要がある生活保護受給者（福祉事務所が判断）

①行政庁への届出
事後⇒事前
（社会福祉法）

最低基準を満たす
無料低額宿泊所（社会福祉住居施設）

③改善命令の
創設

②拘束力のないガイドライン
⇒最低基準の創設
（社会福祉法）

事業の制限・
停止命令

見直しの方向性

最低基準違反

規
制
の
強
化

面積に応じた住
宅扶助費の減
額措置の強化

面積に応じた住
宅扶助費の減
額措置の強化

調査

（社会福祉法）

劣悪な宿泊所

日常生活上
の支援を行
わない無料
低額宿泊所

日常生活上の支援を委託す
る無料低額宿泊所等の基準
の創設 （生活保護法）
※都道府県、政令市、中核市が認定

日常生活上の支援を委託す
る無料低額宿泊所等の基準
の創設 （生活保護法）
※都道府県、政令市、中核市が認定

日常生活支援住居施設

日
常
生
活
上
の
支
援
を

提
供
す
る
仕
組
み
の
創
設
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■検討会参加者（五十音順・敬称略）

氏 名 現 職

大西 豊美 全国救護施設協議会会長

岡部 卓 首都大学東京大学院教授

奥田 知志 NPO法人ホームレス支援全国ネットワーク理事長

難波 勉 大阪市福祉局生活福祉部保護課長

滝脇 憲 NPO法人自立支援センターふるさとの会常務理事

立岡 学 NPO法人ワンファミリー仙台理事長

辻井 正次 中京大学現代社会学部教授

野村 泰洋 東京都福祉保健局生活福祉部保護課長

菱田 貴大 NPO法人エス・エス・エス理事長

平野 方紹 立教大学コミュニティー福祉学部教授

水内 俊雄 大阪市立大学都市研究プラザ教授

宮澤 進 NPO法人ほっとポット代表理事

山田 壮志郎 日本福祉大学社会福祉学部准教授

「社会福祉住居施設及び生活保護受給者の日常生活支援の在り方に関する検討会」

■ 検討会における意見聴取内容
・社会福祉住居施設（無料低額宿泊事業）の対象範囲
・社会福祉住居施設の設備、人員、運営に関する基準の
在り方

・無料低額宿泊所等における住宅扶助基準の面積減額の
適用の在り方

・日常生活上の支援が必要な者の範囲の考え方
・日常生活上の支援の内容
・日常生活支援住居施設の認定基準の在り方
・日常生活支援の委託の在り方

■ 検討スケジュール

平成30年11月５日に第１回を開催
以降、1か月半に1回程度を目処に開催

・社会福祉住居施設の範囲や最低基準の方向性について
は年度内目処に議論

・日常生活支援の在り方については、来年度当初から
11月頃までを目途に議論

○ 無料低額宿泊事業等に係る改正社会福祉法及び改正生活保護法の施行（平成32年４月）に向けて、①社会福祉住居
施設の最低基準の在り方、②単独での居住が困難な生活保護受給者の日常生活上の支援の委託の在り方（日常生活支援
住居施設の要件、日常生活支援の委託内容）について、有識者からの意見を聴取するための検討会を開催する。
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4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月

無料低額宿泊所
（社会福祉住居施設）

最低基準

日常生活支援
住居施設
委託要件

委託費
金額設定

日常生活支援
判定基準

住宅扶助基準の
面積減額の運用

無料低額宿泊所・日常生活支援委託に関する施行準備スケジュール（案）

平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

地方自治体における

条例策定作業

検 討 会

・人員、施設、運営に関する最低基準

・日常生活支援の委託要件

・委託の範囲、方法、手順

・委託費の構成要素

など

予
算
案
決
定

実態調査

※従来の調査ではなく

個々の施設の人員体制、

設備内容、業務内容、

経理状況等が把握でき

るもの

予
算
編
成

概
算
要
求

要
件
省
令
策
定

社会福祉推進事業による研究事業

省
令
案
作
成

パ
ブ
コ
メ

・事業者ヒアリング

届出

要件

確認
順次認定

順次委託実施

順次委託実施判定実施
導入に向けた研究事業等の実施

順次適用開始

平
成
３
２
年
４
月
施
行

（

予
算
案
決
定
）

面積減額適用の運用面の検討

省
令
案
作
成

パ
ブ
コ
メ

無低事業の範囲も

明示（通知） 省
令
制
定
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■ 地域分析に基づき、自治体毎に事業方
針を策定。以下の取組例のオに加え、ア～エ
から選択

ア 健診受診勧奨
イ 医療機関受診勧奨
ウ 生活習慣病等に関する保健指導
・生活支援

エ 主治医と連携した保健指導・生活支援
（重症化予防）

オ 頻回受診指導

※ 試行事業用の手引き（平成30年10
月）より。このほか、自治体の試行事業の状
況等を踏まえ、手引き改定時に必要な事業
方針の追加を検討

○ 生活保護制度は、被保護者の最低生活を保障するととともに、自立の助⾧を図ることを目的としている。自立の助⾧につ
いては、経済的自立だけでなく、日常生活自立や、社会生活自立といった側面からも、支援を講じていくことが必要。

○ 一方で、多くの被保護者は、医療保険者が実施する保健事業の対象とはなっていないが、多くの健康上の課題を抱えてい
ると考えられ、医療と生活の両面から健康管理に対する支援を行うことが必要。このため、医療保険におけるデータヘルスを参
考に、福祉事務所がデータに基づき生活習慣病の発症予防や重症化予防等を推進する。

○ 「被保護者健康管理支援事業」を2021年１月から実施することとしており、施行に向け、試行事業の実施やシステム基
盤整備などの準備を進めていく。

■ 自治体毎に現状（健康・医療等情報、社
会資源等）を調査・分析し、地域の被保護
者の健康課題を把握（地域分析を実施）

健診情報
等の収集

国支払基金

全国ベースの医
療費等の分析
の提供

レセプト情報
の送付

■ 事業方針に沿い、リスクに応じた階
層化を行い集団または個人への介入
を実施
※ 医学的な介入のみではなく社会参
加等の側面に留意した取組を実施

生活保護受給者の健康管理支援の推進
～被保護者健康管理支援事業の実施～

ケースワーク
による情報
収集

福祉事務所

保健部局

■ 設定した評価指標に沿い、ストラ
クチャー、プロセス、アウトプット、アウト
カム評価を実施

被保護者健康管理支援事業の流れ
① 現状・健康課題の把握 ③ 事業実施

④ 事業評価

健康の保持増進により、被保護者の自立を助⾧

② 事業企画

-
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2021年１月の被保護者健康管理支援事業の実施に向け、想定される自治体及び国における準備は以下のとおり。

○ 生活保護受給者の健康管理マニュアルに関するWG開催

○ 6月 改正生活保護法が成立

○ 10月 「被保護者健康管理支援事業の手引き」策定

○ 各自治体において試行事業を実施

被保護者健康管理支援事業の実施に向けた準備について①

2019年度

2020年度

2018年度

○ 各自治体において試行事業・準備事業を実施

（主な事業）・レセプト管理システムの改修

・データの収集・分析

・同行支援員や非常勤保健師等の雇用による事業計画の策定や支援の実施

○ 試行事業の実施状況を踏まえ、手引きの改定について議論を開始

○ 各自治体において試行事業・準備事業を実施

○ 「被保護者健康管理支援事業の手引き」改定

○ 国による周知や研修会等の開催

○ １月 被保護者健康管理支援事業 施行

-
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〇 法改正事項として、データに基づいた生活習慣病の予防等に係る「被保護者健康管理支援事業」の創設を定めており、施行期日は

2021年１月１日としている。

〇 生活保護受給者に係る健康管理事業を開始するにあたっては、生活保護受給者の医療全体の状況を把握・分析し、地域における健

康課題等の分析や、支援対象者の抽出を行う必要がある。

○ 事業の円滑な実施に向け、レセプト管理システム等において、医療扶助レセプトを利用した調査・分析等を簡便に行うため、システム

改修費を補助する。

○ 生活保護受給者の医療全体の

状況を把握・分析し、地域における

健康課題等の分析や、支援対象

者の抽出を行うことを目的に、医

療扶助レセプトを利用した調査・分

析、対象者の抽出、個別支援、目

標・評価指標を用いた評価等を簡

便に実施できるようにするための

改修を行う。

被保護者健康管理支援事業の円滑な実施に向けたレセプト管理システムの改修

【所要額】：175,000千円
生活困窮者就労準備支援事業費等補助金（生活保護適正化等事業費）
実施主体：福祉事務所設置自治体 補助率：１０／１０事業概要

改修内容
（システム改修する内容・項目）

30年度2次補正予算額案:1.8億円

福祉事務所支払基金

医療扶助レセプト

保健部局

レセプト管理システム
等においてデータ管
理

自立支援医療費を支
給する自治体（市町
村又は都道府県）

※ 必要に応じ、健康診査の受診状況や自立支援医療レセプトの情

報等も併せて管理するための改修を行う。（これら情報は別事業

「被保護者健康管理支援事業の円滑な実施に向けたデータの収

集等」を利用して調査・分析等を行うことも可能。）

・医療費の傷病分類別構成
・生活習慣病等にて治療中
の被保護者数・割合
・生活習慣病等の治療中断
者数・割合

調査・分析 対象者の抽出 個別支援
・生活習慣病等にて治療を受けてい
ない者を把握（その後健診の受
診情報を突き合わせ、医療も健診
も受診してない者をリスト化）
・治療中断者をリスト化

・個別支援計画
策定時に支援対
象者のこれまでの
医療受診状況を
確認

評価
・治療を再開・継
続受診している者
の数・割合

医療扶助レセプトを利用
した調査・分析等を実施

医療扶助レセプトの分析・活用例

-
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被保護者健康管理支援事業の円滑な実施に向けたデータの収集等

事業趣旨

〇 生活保護受給者に係る健康管理事業を開始するにあたっては、生活保護受給者の医療全体の状況を把握・分析し、地域におけ

る健康課題等の分析や、支援対象者の抽出を行う必要がある。

○ 事業の円滑な実施に向け、医療扶助レセプトに加え、健康増進法に基づく健康診査のデータのほか、ケースワークや面談・アン

ケート等で収集したデータ、自立支援医療レセプトのデータ等も活用することが想定される。これらデータの収集、管理、分析を行

うとともに、レセプト管理システムから取得した医療扶助レセプトデータとこれらデータを突合し、分析等を実施するための費用を支

援する。

○ なお、現状、健診データを活用する経験等が福祉事務所に少ないこと等の課題があるため、これらをフォローするために専門業

者に委託する費用についても支援する。

事業内容

○ 健康診査等のデータを、健康管理支

援事業で活用できるようにするため、そ

の収集、管理、分析等にかかる自治体

経費

【生活保護適正化等事業費のうち「レセ

プトを活用した医療扶助適正化事業」】

【平成31年度予算（案）】905,000千円
実施主体：福祉事務所設置自治体
補助率：10／10

支払基金

自立支援医療レセプト
医療扶助レセプト

ケースワーク等による
情報収集

福祉事務所

保健部局

自立支援医療費を支
給する自治体（市町
村又は都道府県）

・健康診査の受診者・有所
見者数の数・割合
・地域での孤立者数・割合

調査・分析 対象者の抽出

・（医療扶助レセプトと健診情報を
つきあわせ）医療も健診も受診し
てない者をリスト化
・さらに、その中から社会的に孤立し
ている者を抽出

収集した情報の分析・活用例

健診受診状況等
情報の収集、
管理、分析等

※ 医療扶助レセプトの分析等につい
ては、「被保護者健康管理支援事業の
円滑な実施に向けたレセプト管理シス
テムの改修」も活用可能

-
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福祉事務所に

おけるデータ
に基づいた
健康管理

データヘルス実施のた
めのデータ収集・管理

受給者

福祉事務所

・付き添い指導員
による同行

被保護者健康管理支援事業の円滑な実施に向けた準備事業

〇 改正生活保護法により、データに基づいた生活習慣病の予防等に係る「被保護者健康管理支援事業」を創設し、施行期日は2021

年１月１日としている。

〇 当該事業は、①各福祉事務所のデータを全国データと比較する等して、地域の健康課題の分析や社会資源の把握を行った上で

（Plan）、②それによって得られた方針を基に、個別支援対象者の抽出・決定を行い（Do）、③必要に応じて、対象者の健診データ等を

入手し、個別支援計画を策定（Do）、④同行指導等による本人への介入を行い（Do）、⑤行動変容の状況等を踏まえ事業の評価、方

針の改善に繋げる（Check～Aｃｔion）という進め方を想定している。
〇 2021年１月から円滑に実施するにあたっては、あらかじめ自治体において、国が示している手引きを参考とし、各福祉事務所のデ

ータと全国のデータを比較し、上記の①～③に係る準備を進めることが適切であることから、2018年度（平成30年度）から実施してい

る付き添い指導員による同行指導の事業に加えて、これらの事業も実施するものである。

○ 本事業を先行して事業展開することによって、より実効性のある手引きの改定や、他の公費負担医療のレセプトの活用方法に係る

検討を進めることで、法施行までに全自治体が健康管理支援事業を効果的・効率的に実施できる環境を整備する。

１．福祉事務所による同行指導の実施（既存メニュー）
〇福祉事務所で雇用した「付き添い指導員（非常勤保健師等を想定）」が、生
活習慣病の受診中断者や未受診者、一定回数以上に医療機関に受診して
しまう頻回受診者に付き添い、同行指導を行う。

２．データに基づいた支援実施のための準備（新規メニュー）
〇公費負担医療等のレセプト、健診データ等を参考とし、地域における健康
課題等の分析や、支援対象者の抽出を行う。
〇PDCAサイクルに沿った効果的かつ効率的な事業の実施のため、個別支
援計画を策定する。
○上記の業務を実施するために、非常勤保健師等を雇用すること等を想定
している。（都道府県・指定都市本庁においては、指導的立場の非常勤保健
師を雇用することも可能。）

・対象者の抽出

・個別支援計画策
定

医療機関

国

・全国データ等の提供

【平成31年度予算（案）】 2,842,000千円
実施主体：都道府県、指定都市、福祉事務所設置自治体
補助率：10／10

事業のイメージ（１または２いずれかのみの実施でも補助対象とする）

事業概要
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（１）取組の趣旨

（２）事業の内容

＜お薬手帳持参の推進＞
（お薬手帳の一冊化）
・お薬手帳の情報をまとめ、ステッカーを貼ることで一冊に集約する。
・ 福祉事務所は、生活保護受給者に対して、医療機関の受診及び調剤薬局の利用の
際は、ステッカーを貼付したお薬手帳を必ず持参するように指導。

（医療機関・調剤薬局）
・ 医療機関及び調剤薬局において、ステッカーが貼付されたお薬手帳を持参していない
場合は、その旨を福祉事務所に連絡。

（福祉事務所）
・ ステッカーが貼付されたお薬手帳を持参しなかった生活保護受給者に対しては、担当
ケースワーカーより持参を指導するとともに、薬局等の薬剤師と連携して服薬管理指導
を
実施。

○ これらの取組みにより、従来のレセプト情報による重複処方の確認では、レセプト送付
が診療月から２箇月遅れとなるため、速やかな対応が困難であったが、リアルタイムで把
握することが可能。
○ 本事業の効果については、レセプト等を確認して医療費適正化の効果測定を行う。

（３）要求内容

ステッカーの需用費＋服薬管理指導の委託費 300千円 × 100福祉事務所 ＝ 30,000千円

＜生活保護受給者＞

①ステッカーの貼付
④ステッカー貼付の
お薬手帳の持参指導

②ステッカー貼付の
お薬手帳の持参

＜医療機関・薬局＞

＜福祉事務所＞

③ステッカー貼付の
お薬手帳を持参
しなかった場合の
情報提供

イメージ図

お薬手帳を活用した重複処方の適正化

○ 生活保護受給者が、医療機関の受診及び調剤薬局の利用の際に、一冊に限定したお薬手帳を持参することで、併用禁
忌薬の処防止や重複処方の確認を行う。
（※）お薬手帳にステッカーを貼付することで複数のお薬手帳を利用できないようにする。複数のお薬手帳を所持している者については一冊
に集約、お薬手帳を所持していない者については一冊を所持する。

○ 現在、薬局の一元化に向けて検討しており、当該取組については、薬局の一元化を行う事業メニューで実施する。

【平成31年度予算（案）】 30,000千円
実施主体：福祉事務所設置自治体
補助率：10／10
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2019年10月における生活保護基準額の改定の考え方（案）

＜１．2018年（平成30年）10月から段階的に実施している生活扶助基準の見直し分＞
○ 生活扶助基準については、2017年（平成29年）の生活保護基準部会における検証結果（※１）を踏まえ、

2018年（平成30年）10月から３回にわけて段階的に見直す（※２）こととしており、２年目の基準見直し
を2019年10月から実施する。【影響は世帯構成によって様々】

※１ 夫婦子１人世帯（モデル世帯）の基準額は、一般低所得世帯の消費水準と均衡。年齢、世帯人員、居住地域別に
みると、それぞれの消費実態と基準額にばらつき。

※２ 生活保護基準部会において「世帯への影響に十分配慮」し、「検証結果を機械的に当てはめることのないよう」と
指摘されていることを踏まえ、多人数世帯や都市部の単身高齢世帯等への減額影響が大きくならないよう、
・ 個々の世帯での生活扶助費、母子加算等の合計の減額幅を、見直し前から▲５％以内にとどめる。
・ 2018年（平成30年）10月から３回に分けて段階的に見直しを実施する。（2018年10月、2019年10月、2020年10月）

＜２．2019年度の国民の消費動向等を勘案した分＞
○ 2019年10月の消費税率の引上げの影響を含む国民の消費動向などの社会経済情勢を総合的に勘案し、

生活保護基準の改定を行う。【＋1.9％（ただし、生活扶助本体は軽減税率を加味して＋1.4％）】

（参考）2019年10月からの生活扶助基準額の具体例（2018年10月時点との比較）
・夫婦子１人世帯（30代夫婦と幼児） （都市部）＋0.7％ （地方郡部）＋3.0％
・高齢単身世帯（65歳） （都市部）▲0.3％ （地方郡部）＋1.3％
・母子世帯（40代親、中学生と小学生） （都市部）＋0.1％ （地方郡部）＋1.8％
※ 生活扶助基準（本体（第１類・第２類）、児童養育加算、母子加算）の見直しの施行２年目による影響分
（年齢、世帯人員、居住地域によって異なる）と、国民の消費動向などを勘案した改定の影響分を合計したもの。

※ 消費税率の引き上げ率：＋1.9％（110％÷108％）。ただし、生活扶助本体については、飲食料品（酒類・外食を
除く）等に軽減税率が適用されることを踏まえ、一般世帯における生活扶助相当支出に占める軽減税率の対象品目の
支出割合（28.4％）を加味して＋1.4％（＋1.9％×（100％－28.4％））。
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2019年10月における世帯類型別の生活扶助基準額①（案）2019年10月における世帯類型別の生活扶助基準額①（案）

生活扶助基準本体（第１類費・第２類費）のみ
生活扶助本体＋

児童養育加算＋母子加算

見直し前との増減率 ①からの増減率 ①からの増減率 見直し前との増減率 ③からの増減率 ③からの増減率

１級地の１ 14.7 万円 -0.8% 14.6 万円 -0.8% 14.8 万円 0.6% 15.7 万円 -0.8% 15.6 万円 -0.8% 15.8 万円 0.7%

２級地の１ 13.5 万円 0.1% 13.5 万円 0.1% 13.7 万円 1.5% 14.5 万円 0.1% 14.5 万円 0.1% 14.7 万円 1.5%

３級地の２ 12.2 万円 1.7% 12.4 万円 1.6% 12.6 万円 3.1% 13.2 万円 1.5% 13.4 万円 1.5% 13.6 万円 3.0%

１級地の１ 18.2 万円 -1.7% 17.9 万円 -1.7% 18.2 万円 -0.3% 20.2 万円 -1.5% 19.9 万円 -1.5% 20.2 万円 -0.1%

２級地の１ 16.6 万円 -1.7% 16.3 万円 -1.7% 16.5 万円 -0.3% 18.6 万円 -1.5% 18.3 万円 -1.5% 18.6 万円 -0.1%

３級地の２ 14.3 万円 -1.2% 14.1 万円 -1.2% 14.3 万円 0.2% 16.3 万円 -1.0% 16.1 万円 -1.1% 16.3 万円 0.4%

１級地の１ 11.7 万円 1.6% 11.8 万円 1.6% 12.0 万円 3.1% 14.8 万円 0.3% 14.8 万円 0.3% 15.1 万円 1.8%

２級地の１ 10.7 万円 2.9% 11.0 万円 2.8% 11.1 万円 4.2% 13.6 万円 1.2% 13.8 万円 1.1% 14.0 万円 2.7%

３級地の２ 9.7 万円 4.4% 10.1 万円 4.3% 10.2 万円 5.7% 12.5 万円 2.4% 12.8 万円 2.3% 13.0 万円 3.9%

１級地の１ 15.3 万円 -1.4% 15.1 万円 -1.5% 15.3 万円 -0.1% 19.7 万円 -1.3% 19.4 万円 -1.4% 19.7 万円 0.1%

２級地の１ 14.0 万円 -1.2% 13.8 万円 -1.2% 14.0 万円 0.2% 18.2 万円 -1.2% 18.0 万円 -1.2% 18.3 万円 0.3%

３級地の２ 12.5 万円 0.7% 12.6 万円 0.7% 12.8 万円 2.1% 16.6 万円 0.3% 16.6 万円 0.2% 16.9 万円 1.8%

１級地の１ 16.0 万円 -1.5% 15.8 万円 -1.5% 16.0 万円 -0.1% 20.5 万円 3.7% 20.2 万円 -1.4% 20.5 万円 0.1%

２級地の１ 14.6 万円 -1.7% 14.3 万円 -1.7% 14.5 万円 -0.3% 18.8 万円 3.9% 18.5 万円 -1.6% 18.8 万円 0.0%

３級地の２ 12.7 万円 0.2% 12.8 万円 0.2% 12.9 万円 1.6% 16.8 万円 6.2% 16.8 万円 -0.2% 17.1 万円 1.4%

基準見直し１年目

基準額③
（2018年10月～19年9月）

基準見直し１年目

夫婦子１人世帯
（３０代夫婦、
子３～５歳）

夫婦子２人世帯
（40代夫婦、

中学生と小学生）

母子世帯
（子１人）

（３０代親、
小学生)

母子世帯
（子２人）

（４０代親、
中学生と小学生）

母子世帯
（子２人）

（４０代親、
高校生と中学生）

基準額
（2019年10月～20年9月）

基準額
（2019年10月～20年9月）

基準見直し２年目の
影響のみ②

②＋消費動向等勘案
基準見直し２年目の

影響のみ④
④＋消費動向等勘案

基準額①
（2018年10月～19年9月）

世帯類型 級地
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2019年10月における世帯類型別の生活扶助基準額②（案）2019年10月における世帯類型別の生活扶助基準額②（案）

生活扶助基準本体（第１類費・第２類費）のみ

見直し前との増減率 ①からの増減率 ①からの増減率

１級地の１ 7.9 万円 -1.7% 7.8 万円 -1.7% 7.9 万円 -0.3%

２級地の１ 7.2 万円 -0.9% 7.1 万円 -0.9% 7.2 万円 0.5%

３級地の２ 6.5 万円 0.6% 6.6 万円 0.6% 6.7 万円 2.1%

１級地の１ 12.0 万円 0.5% 12.1 万円 0.5% 12.3 万円 2.0%

２級地の１ 11.0 万円 1.7% 11.2 万円 1.7% 11.4 万円 3.1%

３級地の２ 10.0 万円 3.2% 10.3 万円 3.1% 10.5 万円 4.6%

１級地の１ 7.8 万円 -1.7% 7.7 万円 -1.7% 7.8 万円 -0.3%

２級地の１ 7.1 万円 -1.6% 7.0 万円 -1.7% 7.1 万円 -0.3%

３級地の２ 6.4 万円 -0.1% 6.4 万円 -0.1% 6.5 万円 1.3%

１級地の１ 7.4 万円 -0.6% 7.4 万円 -0.6% 7.5 万円 0.8%

２級地の１ 6.8 万円 0.5% 6.8 万円 0.5% 6.9 万円 2.0%

３級地の２ 6.2 万円 2.2% 6.3 万円 2.2% 6.4 万円 3.6%

１級地の１ 7.3 万円 -1.7% 7.2 万円 -1.7% 7.3 万円 -0.3%

２級地の１ 6.6 万円 -1.4% 6.6 万円 -1.5% 6.6 万円 -0.1%

３級地の２ 6.0 万円 0.2% 6.1 万円 0.2% 6.1 万円 1.6%

基準見直し１年目

若年夫婦世帯
（５０代夫婦）

高齢単身世帯
（６５歳）

高齢単身世帯
（７０歳）

高齢単身世帯
（７５歳）

若年単身世帯
（５０代）

基準額
（2019年10月～20年9月）

基準見直し２年目の
影響のみ②

②＋消費動向等勘案

基準額①
（2018年10月～19年9月）

世帯類型 級地

見直し前との増減率 ①からの増減率 ①からの増減率

１級地の１ 11.9 万円 -0.3% 11.9 万円 -0.3% 12.0 万円 1.1%

２級地の１ 10.9 万円 0.9% 11.0 万円 0.9% 11.1 万円 2.3%

３級地の２ 9.9 万円 2.4% 10.1 万円 2.4% 10.2 万円 3.8%

１級地の１ 11.0 万円 0.2% 11.1 万円 0.2% 11.2 万円 1.6%

２級地の１ 10.1 万円 1.4% 10.2 万円 1.4% 10.4 万円 2.9%

３級地の２ 9.2 万円 3.1% 9.4 万円 3.0% 9.6 万円 4.4%

基準見直し１年目

高齢夫婦世帯
（６５歳夫婦）

高齢夫婦世帯
（７５歳夫婦）

基準額
（2019年10月～20年9月）

基準見直し２年目の
影響のみ②

②＋消費動向等勘案

基準額①
（2018年10月～19年9月）

世帯類型 級地

-
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２０１９年１０月の生活扶助基準額表（案）

（月額・円）

1級地-1 1級地-2 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2 1級地-1 1級地-2 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2 1級地-1 1級地-2 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2

0～2 21,820 20,830 19,850 18,860 17,890 16,910 27,040 25,880 24,440 23,870 22,810 21,860 44,630 43,330 41,190 41,190 38,340 36,940

3～5 27,490 26,260 25,030 23,780 22,560 21,310 30,390 29,100 27,470 26,840 25,650 24,560 44,630 43,330 41,190 41,190 38,340 36,940

6～11 35,550 33,950 32,350 30,750 29,160 27,550 34,880 33,380 31,530 30,790 29,420 28,180 45,640 44,320 42,140 42,140 39,220 37,780

12～17 43,910 41,940 39,960 37,990 36,010 34,030 39,720 38,030 35,910 35,070 33,510 32,100 47,750 46,350 44,070 44,070 41,030 39,520

18～19 43,910 41,940 39,960 37,990 36,010 34,030 39,720 38,030 35,910 35,070 33,510 32,100 47,420 46,030 43,770 43,770 40,740 39,250

20～40 42,020 40,140 38,240 36,350 34,460 32,570 38,970 37,310 35,230 34,410 32,880 31,500 47,420 46,030 43,770 43,770 40,740 39,250

41～59 39,840 38,050 36,250 34,470 32,680 30,880 39,920 38,200 36,070 35,230 33,680 32,260 47,420 46,030 43,770 43,770 40,740 39,250

60～64 37,670 35,980 34,280 32,590 30,890 29,200 39,540 37,850 35,730 34,910 33,350 31,960 47,420 46,030 43,770 43,770 40,740 39,250

65～69 37,670 35,980 34,280 32,590 30,890 29,200 39,540 37,850 35,730 34,910 33,350 31,960 45,330 44,000 41,840 41,840 38,950 37,510

70～74 33,750 32,470 30,710 29,530 27,680 26,620 34,310 32,840 31,010 30,290 28,940 27,730 45,330 44,000 41,840 41,840 38,950 37,510

75～ 33,750 32,470 30,710 29,530 27,680 26,620 34,310 32,840 31,010 30,290 28,940 27,730 40,920 39,730 37,780 37,780 35,160 33,870

1級地-1 1級地-2 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2 1級地-1 1級地-2 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2 1級地-1 1級地-2 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2

１人 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000

２人 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 0.8850 0.8850 0.8850 0.8850 0.8850 0.8850 0.8548 0.8548 0.8548 0.8548 0.8548 0.8548

３人 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 1.0000 0.8350 0.8350 0.8350 0.8350 0.8350 0.8350 0.7151 0.7151 0.7151 0.7151 0.7151 0.7151

４人 0.9500 0.9500 0.9500 0.9500 0.9500 0.9500 0.7675 0.7675 0.7675 0.7675 0.7675 0.7675 0.6010 0.6010 0.6010 0.6010 0.6010 0.6010

５人 0.9000 0.9000 0.9000 0.9000 0.9000 0.9000 0.7140 0.7140 0.7140 0.7140 0.7140 0.7140 0.5683 0.5683 0.5683 0.5683 0.5683 0.5683

1級地-1 1級地-2 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2 1級地-1 1級地-2 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2 1級地-1 1級地-2 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2

１人 45,320 43,280 41,240 39,210 37,160 35,130 41,380 39,600 37,400 36,540 34,910 33,440 28,890 27,690 27,690 27,690 27,690 27,690

２人 50,160 47,910 45,640 43,390 41,130 38,870 50,890 48,710 46,000 44,930 42,940 41,120 42,420 40,660 40,660 40,660 40,660 40,660

３人 55,610 53,110 50,600 48,110 45,600 43,100 60,000 57,430 54,230 52,970 50,620 48,480 47,060 45,110 45,110 45,110 45,110 45,110

４人 57,560 54,970 52,390 49,780 47,200 44,610 62,490 59,800 56,470 55,160 52,700 50,480 49,080 47,040 47,040 47,040 47,040 47,040

５人 58,010 55,430 52,800 50,210 47,570 44,990 66,610 63,760 60,210 58,810 56,200 53,840 49,110 47,070 47,070 47,070 47,070 47,070

基準額②（旧基準②（平成29年基準））

人員
逓減率①（旧基準①（平成24年基準）） 逓減率③（新基準（平成30年10月基準））逓減率②（旧基準②（平成29年基準））

生活扶助基準（第２類）

人員
基準額①（旧基準①（平成24年基準）） 基準額③（新基準（平成30年10月基準））

生活扶助基準（第１類）

年齢
基準額①（旧基準①（平成24年基準）） 基準額③（新基準（平成30年10月基準））基準額②（旧基準②（平成29年基準））

○ ２０１９年１０月の生活扶助基準額本体については、２０１８年１０月から段階的に実施している生活扶助基準の見直し（施行２年目）
を行うとともに、２０１９年１０月の消費税率の引上げの影響を含む国民の消費動向などを勘案した改定（＋１．４％※）を行う。

※ 飲食料品（酒類・外食を除く）等に軽減税率が適用されることを踏まえ、消費税率の引上げの影響＋１．９％（110%÷108%）に一般世帯における生活扶助
相当支出に占める軽減税率の対象品目の支出割合（28.4%）を加味して＋１．４％（＋１．９％×（100%－28.4%））

【2019年10月～2020年9月の基準額計算式】
（「基準額①×0.9」又は「基準額②」のいずれか高い方）×１／３＋（（「基準額①×0.855」又は「基準額③」のいずれか高い方）＋経過的加算）×２／３
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２０１９年１０月の生活扶助本体に係る経過的加算①（案）

○ ２０１９年１０月の生活扶助本体に係る経過的加算については、生活扶助本体と同様に、２０１９年１０月の消費税率の引上げの
影響を含む国民の消費動向などを勘案した改定（＋１．４％）を行う。

※ 生活扶助本体に係る経過的加算の算出方法については、世帯人員毎に定めた経過的加算額の中から、当該世帯員の年齢区分に対応する加算額を
世帯員１人当たりにつき加算する。

（計算例）６０代後半１人、４０代１人、高校生１人の３人世帯であって１級地の１の場合の経過的加算額
→ 「12～17歳」0円＋「41～59歳」1,070円＋「65～69歳」2,280円＝3,350円

（月額・円）

１級地の１ １級地の２ ２級地の１ ２級地の２ ３級地の１ ３級地の２ １級地の１ １級地の２ ２級地の１ ２級地の２ ３級地の１ ３級地の２

０～２歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

３～５歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

６～11歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

12～17歳 410 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

18～19歳 740 110 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

20～40歳 110 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

41～59歳 930 210 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

60～64歳 570 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

65～69歳 2,660 1,900 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

70～74歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

75歳以上 2,090 1,400 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１級地の１ １級地の２ ２級地の１ ２級地の２ ３級地の１ ３級地の２ １級地の１ １級地の２ ２級地の１ ２級地の２ ３級地の１ ３級地の２

０～２歳 0 0 0 0 0 0 4,530 3,550 1,110 0 0 0

３～５歳 0 0 0 0 0 0 2,370 2,350 1,920 0 0 0

６～11歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

12～17歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

18～19歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

20～40歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

41～59歳 1,070 540 0 0 0 0 0 0 0 490 840 190

60～64歳 940 460 0 0 0 0 770 840 430 1,100 840 0

65～69歳 2,280 1,720 570 0 0 0 770 840 430 1,440 1,670 1,010

70～74歳 0 0 0 0 0 0 150 110 0 0 0 0

75歳以上 1,270 790 0 0 0 0 150 110 0 570 740 120

単身世帯 ２人世帯

４人世帯３人世帯

-
1
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（月額・円）
２０１９年１０月の生活扶助本体に係る経過的加算②（案）

１級地の１ １級地の２ ２級地の１ ２級地の２ ３級地の１ ３級地の２ １級地の１ １級地の２ ２級地の１ ２級地の２ ３級地の１ ３級地の２

０～２歳 4,290 4,140 3,690 0 0 0 4,000 3,910 3,000 0 0 0

３～５歳 2,200 2,140 1,770 0 0 0 1,890 1,880 1,330 480 110 0

６～11歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

12～17歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

18～19歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

20～40歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

41～59歳 0 0 0 0 600 420 0 0 0 0 280 380

60～64歳 570 630 280 1,190 1,400 410 160 220 0 790 1,010 320

65～69歳 570 630 280 1,190 1,420 1250 160 220 0 790 1,020 1,120

70～74歳 110 0 0 410 180 0 0 0 0 110 520 0

75歳以上 110 0 0 420 890 430 0 0 0 110 550 260

１級地の１ １級地の２ ２級地の１ ２級地の２ ３級地の１ ３級地の２ １級地の１ １級地の２ ２級地の１ ２級地の２ ３級地の１ ３級地の２

０～２歳 2,840 2,670 1,500 3,550 3,550 1,390 2,060 1,870 980 2,580 3,260 3,320

３～５歳 1,070 1,130 610 1,740 1,840 2,050 700 710 380 1,150 1,500 1,710

６～11歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

12～17歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

18～19歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

20～40歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

41～59歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

60～64歳 0 0 0 240 480 830 0 0 0 0 110 400

65～69歳 0 0 0 240 480 830 0 0 0 0 110 400

70～74歳 0 0 0 0 110 110 0 0 0 0 0 0

75歳以上 0 0 0 0 110 110 0 0 0 0 0 0

１級地の１ １級地の２ ２級地の１ ２級地の２ ３級地の１ ３級地の２ １級地の１ １級地の２ ２級地の１ ２級地の２ ３級地の１ ３級地の２

０～２歳 1,660 1,700 890 1,960 2,360 3,120 1,630 1,550 840 1,890 2,320 3,040

３～５歳 610 360 110 600 950 1,440 450 370 0 520 880 1,380

６～11歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

12～17歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

18～19歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

20～40歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

41～59歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

60～64歳 0 0 0 0 0 110 0 0 0 0 0 0

65～69歳 0 0 0 0 0 110 0 0 0 0 0 0

70～74歳 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

75歳以上 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１０人世帯以降

５人世帯 ６人世帯

７人世帯 ８人世帯

９人世帯

-
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２０１９年１０月の有子世帯の扶助・加算（案）
○ ２０１９年１０月の有子世帯の扶助・加算については、２０１８年１０月から段階的に実施している生活扶助基準の見直し（施行２年目）
を行うとともに、２０１９年１０月の消費税率の引上げの影響を含む国民の消費動向などを勘案した改定（＋１．９％※）を行う。

※ 消費税率の引上げの影響＋１．９％（110%÷108%）

（月額・円）

加算対象者 ３歳以上１８歳まで ３歳未満 第３子以降の小学校修了前 児童に係る経過的加算

加算額 １０,１９０ １１,８２０ ２,７００

児童養育加算

母子加算

※ ①４人以上の世帯であって、３歳未満の子がいる世帯、②３人以下の世帯であって、３歳未満の子がいる世帯（当該児童に居宅以外の基準生活費が算定される場合
に限る）、③第３子以降の「３歳から小学生修了前」の子がいる世帯については、現行基準額から減額幅を▲５％以内とする調整が必要なため、児童に係る経過的加算
を該当する子１人につき別途加算する。

加算対象者 １人目 ２人目に加算する額 ３人以上１人増す毎に加算する額

加算額

１級地 ２０,３００ ３,９００ ２,３００

２級地 １８,８００ ３,６００ ２,２００

３級地 １７,５００ ３,３００ ２,０００

（月額・円）

※現行基準額から減額幅を▲５％以内とする調整が必要な世帯に対しては、母子世帯に係る経過的加算を該当世帯に別途加算する（次頁参照）。

教育扶助等

種類別 基準額（金銭給付（月額）） 学習支援費（実費上限（年額）） 入学準備金（実費上限（年額））

扶助額
小学校 ２,６００ １６,０００ ６４,３００

中学校 ５,１００ ５９,８００ ８１,０００

（円）

高等学校等就学費

種類別 基準額（金銭給付（月額）） 学習支援費（実費上限（年額）） 入学準備金（実費上限（年額））

扶助額 ５,３００ ８４,６００ ８７,９００

（円）

-
2
0
-



母子加算に係る経過的加算

（月額・円）

① ３人以上の世帯であって、現行の母子加算の対象となる者（※１）が１人のみいる世帯の加算額
（例：三世代同居の世帯や子２人のうち長子が高校を卒業した３人世帯など）

② 養育に当たる者が在宅者の世帯のうち、母子加算の対象となる者（※１）が２人以下であって、当該母子加算
の対象となる者がすべて入院・入所中である場合の加算額

※１ 18歳に達する日以後の最初の3月31日までの間にある者又は20歳未満の障害者加算対象者。
※２ 医療型障害児入所施設に限る。

（月額・円）

○　３人世帯

母子加算の対象となる者の年齢 １級地１ １級地２ ２級地１ ２級地２ ３級地１ ３級地２

０～５歳 2,230 2,230 0 0 0 0

６～11歳 2,230 2,230 2,140 0 0 0

12～14歳 2,230 2,230 2,140 1,860 1,180 0

15～17歳 0 0 0 0 0 0

18歳以上20歳未満 2,230 2,230 2,140 1,860 1,180 0

○　４人世帯

母子加算の対象となる者の年齢 １級地１ １級地２ ２級地１ ２級地２ ３級地１ ３級地２

０～２歳 2,230 2,230 2,140 2,140 1,940 0

３～14歳 2,230 2,230 2,140 2,140 1,940 1,940

15～17歳 0 0 0 0 0 0

18歳以上20歳未満 2,230 2,230 2,140 2,140 1,940 1,940

○　５人世帯以上

母子加算の対象となる者の年齢 １級地１ １級地２ ２級地１ ２級地２ ３級地１ ３級地２

０～14歳 2,230 2,230 2,140 2,140 1,940 1,940

15～17歳 0 0 0 0 0 0

18歳以上20歳未満 2,230 2,230 2,140 2,140 1,940 1,940

母子加算の対象となる者が
入院・入所（※２）中である場合の人数

１級地１ １級地２ ２級地１ ２級地２ ３級地１ ３級地２

１人 2,230 2,230 2,140 2,140 1,940 1,940

２人 190 190 310 310 240 240

-
2
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２．個人住民税の非課税限度額等

生活保護基準の見直しに伴い他制度に生じる影響について（対応方針）

１．生活保護基準の見直しに直接影響を受け得る国の制度

① 国の制度については、生活保護基準額が減額となる場合に、それぞれの制度の趣旨
や目的、実態を十分考慮しながら、できる限り、その影響が及ばないよう対応するこ
とを基本的考え方とする。（就学援助、保育料の免除等）

② ただし、生活保護と同様の給付を行っているような制度については、生活保護の基
準の例により給付を行う。（中国残留邦人への給付等）

（医療保険等の自己負担限度額の軽減など、非課税限
度額を参照しているものを含む）

○ ３０年度は影響は無い。
○ ３１年度以降の税制改正において対応を検討
○ 非課税限度額を参照しているものは、３１年度以降の税制改正を踏まえて対応

○ 国の取組を説明の上、その趣旨を理解した上で各自治体において判断していただく
よう依頼

３．地方単独事業 （例：準要保護者に対する就学援助）

-
2
2
-



○生活保護基準の見直し
生活保護基準については、①平成30年(2018年)10月から３回にわけて段階的に行う見直しの施行２年目に併せ、②消費税率の引上げの影響を含む国民
の消費動向などの社会経済情勢を総合的に勘案し改定を行う（②の改定率は＋1.9％。ただし、生活扶助本体は軽減税率を考慮して＋1.4％。）（①②ともに
2019年10月実施）。

①マイナンバー情報連携等のための生活保護業務関係システムの改修 9.8億円
進学準備給付金創設に伴うマイナンバー情報連携のための改修など、生活保護業務関係システムの改修費用の補助を行う。

②被保護者健康管理支援事業の円滑な実施に向けたレセプト管理システムの改修 1.8億円
生活保護受給者の医療全体の状況を把握・分析し、地域における健康課題等の分析や、支援対象者の抽出を行うことを目的に、公費負担医療等のレセ
プト、健診データ等を自治体のレセプト管理システム等で管理できるようにするための改修を行う。

生活保護関係の平成31年度予算案
○ 生活保護を必要とする人に対して確実に保護を実施するため、生活保護制度に係る国庫負担に要する経費を確保する。また、生活保護制度
が国民の信頼に応えられるよう、就労による自立支援の強化等を進める。
○ また、生活保護の適正な運営を確保するため、レセプトを活用した医療扶助の適正化や、生活習慣病予防等のための健康管理支援事業の
試行等を実施する地方自治体の支援を行い、生活保護の適正実施を推進する。

生活保護費負担金生活保護費負担金
平成31年度予算（案） 2兆8,508億円

①被保護者健康管理支援事業の円滑な実施に向けた自治体における準備事業 28.4億円
2021年1月に施行される「被保護者健康管理支援事業」を円滑に実施するため、2018年度（平成30年度）から実施している「付き添い支援員」による同行

支援の取組に加え、データに基づいた支援実施のための準備を行う地方自治体について支援し、法施行までに全自治体が事業を効果的・効率的に実施で
きる環境を整備する。

②被保護者健康管理支援事業の円滑な実施に向けたデータの収集等 9.1億円
生活保護受給者の医療全体の状況を把握できるようにするため、健康診査のデータなど事業の効果的な実施に向けて必要な情報をレセプト管理システ
ム等で管理できるようデータの管理にかかる費用を支援する。

③お薬手帳を活用した重複処方の適正化 0.3億円
医療機関受診や調剤薬局利用の際に、一冊に限定したお薬手帳を持参することで、併用禁忌薬の処方防止や重複処方の確認を行う事業を実施する。

④無料低額宿泊所における防火対策等の推進 （社会福祉施設等施設整備費補助金 195億円の内数）
無料低額宿泊所のうち、日常生活の支援を必要とする者が多く入居し、事業者が防火対策のために基盤整備を行う際、地方自治体が施設に対して補助
を実施する場合に、国が地方自治体に対し一定額を補助を行う。

平成31年度生活保護関係補助金の新規・拡充分

（参考）平成30年度２次補正予算 生活保護関係補助金（参考）平成30年度２次補正予算 生活保護関係補助金

-
2
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-
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第１ 生活保護制度の適正な実施等について 

 

１ 改正生活保護法の成立 

平成 30 年２月に国会に提出した生活保護法改正案を含む「生活困窮者等の自立を

促進するための生活困窮者自立支援法等の一部を改正する法律案」については、平成

30 年６月１日に可決成立、同年６月８日に公布されたところである（平成 30 年法律

第 44 号）。改正生活保護法の主な施行時期については、以下のとおりである。 

 

（公布日（平成 30 年６月８日））※平成 30 年１月１日まで遡及適用 

・進学準備給付金の支給（生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）第 55 条の５） 

 

（平成 30 年 10 月１日） 

・後発医薬品の使用原則化（生活保護法第 34 条第３項） 

・資力がある場合の返還金債権の破産法（平成 16 年法律第 75 号）上の偏頗行為否認

の例外化、同債権の保護費との調整（生活保護法第 77 条の２、第 78 条の２） 

・介護保険適用の有料老人ホーム等に係る居住地特例（生活保護法第 19 条第３項） 

・都道府県による援助（生活保護法第 81 条の２） 

・生活困窮者自立支援制度に係る情報提供等（生活保護法第 81 条の３） 

・自立支援医療費に係るレセプトの情報提供義務（生活保護法別表第１） 

 

（2020 年４月１日） 

・無料低額宿泊所の規制強化（社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第 68 条の２等） 

・単独での居住が困難な生活保護受給者に対し、サービスの質が確保された施設にお

いて、必要な日常生活支援を提供する仕組みの創設（生活保護法第 30 条第１項ただ

し書き） 

 

（2021 年１月１日） 

・被保護者健康管理支援事業の創設（生活保護法第 55 条の８） 

・被保護者健康管理支援事業の実施に資するための国による調査分析等（生活保護法

第 55 条の９） 
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２ 面接時の適切な対応について 

福祉事務所に生活の相談で来所した方への対応については、保護の実施要領等により

示しており、また、平成26年７月に施行された前回の改正生活保護法において申請時の

手続等を法律に規定したところである。これまでも周知してきているとおり、保護の申

請時において必ずしも申請書の記載事項のすべてが記入されている必要はなく、添付書

類の提出を含めて、保護決定前に記入・提出がなされることで差し支えないこと、事情

がある方には口頭申請が認められていることについては、従前からの運用を変更するも

のではない。 

面接時の適切な対応としては、相談者の状況を把握した上で、他法他施策の活用等に

ついての適切な助言とともに、生活保護制度の仕組みについて十分な説明を行い、保護

申請の意思を確認されたい。また、申請の意思が確認された方に対しては、速やかに保

護申請書を交付するとともに申請手続の助言を行う必要があることから、保護の申請書

類が整っていないことをもって申請を受け付けない等、法律上認められた保護の申請権

を侵害しないことはもとより、侵害していると疑われるような行為も厳に慎むべきであ

ることに留意願いたい。 

そのほか、相談段階における扶養義務者の状況の確認について、扶養義務者と相談し

てからでないと申請を受け付けないなど、扶養が保護の要件であるかのごとく説明を行

うといったことがないよう徹底されたい。 

また、従前から「生活保護法施行事務監査の実施について」（平成12年10月25日社援

第2393号厚生省社会・援護局長通知）において、生活保護法第23条第１項に基づく生活

保護法施行事務監査の実施要綱を定め、都道府県及び指定都市が監査を実施する際に

は、福祉事務所が要保護者に対して①保護申請の意思を確認しているか、②申請の意思

が表明された者に対しては、事前に関係書類の提出を求めることなく、申請書を交付し

ているか等を確認し、不適切な事例があった場合には是正改善指導を行うこととしてい

る。 

これらの趣旨を踏まえ、面接相談時における適切な窓口対応が行われるよう、引き続

き福祉事務所に対し必要な指導を行っていただきたい。 

さらに、生活保護制度を案内する各地方自治体のホームページやしおりについても、

内容に不適切な表現がないかなどを点検いただくよう引き続きお願いする。 

改めて、生活保護行政の運営においては、相談の段階、申請手続の段階、保護受給中
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の段階のいずれの場面においても、対象者のプライバシーに配慮した上で対応すること

が必要であるから、福祉事務所において適切な対応がなされるよう、引き続き周知徹底

願いたい。 

 

３ 住宅扶助の代理納付の活用について 

  住宅確保要配慮者については、安心して暮らせる住宅の確保を可能とする住宅セーフ

ティネット機能の強化が重要な政策課題となっている。一方、住宅ストックの状況につ

いては、空き家等が多く存在し、引き続き増加が見込まれていることから、こうした空

き家等の有効活用が課題となっている。このような背景から、「住宅確保要配慮者に対

する賃貸住宅の供給の促進に関する法律の一部を改正する法律（被保護入居者に係る特

例関係）の施行について」（平成 29 年 10 月 26 日社援発 1026 第２号、国住備第 103 号

厚生労働省社会・援護局長、国土交通省住宅局長連名通知）において周知しているとお

り、民間の空き家・空き室を活用して、高齢者、低額所得者、子育て世帯等の住宅確保

要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録制度を創設するなど、住宅セーフティネット

機能を強化するための「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律

の一部を改正する法律」（平成 29 年法律第 24 号。以下「改正住宅セーフティネット法」

という。）（国土交通省所管）が、平成 29 年 10 月 25 日に施行された。 

  改正住宅セーフティネット法においては、生活保護制度に関連する事項として、住宅

扶助の代理納付の円滑な活用を目的とした事項が追加されている。具体的には、生活保

護受給者に住居を貸し付けている登録事業者（改正住宅セーフティネット法第 51 条第

１項の住宅確保要配慮者居住支援協議会の構成員であることその他の国土交通省令・厚

生労働省令で定める要件に該当する者に限る。）は、入居する生活保護受給者が家賃の

請求に応じないこと等により居住の安定の確保を図る上で支障となる事情がある場合

には、その旨を保護の実施機関に通知することができる。また、その通知を受けた保護

の実施機関は、代理納付等その他保護の目的を達するために必要な措置（以下「代理納

付等の措置」という。）を講ずる必要があるかどうか判断するため、速やかに当該生活

保護受給者の状況の把握等を行うこととされている。なお、保護の実施機関においては、

登録事業者からの通知を受けて代理納付等の措置についての判断を行った場合は、その

結果について通知を行った登録事業者にも伝えることが、登録事業者との円滑な協力関

係を築くことにつながり、生活保護受給者の居住の安定にも資すると考えられることか

-26-



ら、「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第 21 条に基づく通

知を行った登録事業者への連絡について」（平成 29 年 11 月 17 日社援保発 1117 第１号、

国住備第 110 号厚生労働省社会・援護局保護課長、国土交通省住宅局総合整備課長連名

通知）に基づき、生活保護受給者に連絡するとともに、通知を行った登録事業者へも判

断結果や代理納付等の措置を講じる場合にはその開始時期を連絡することとしている。 

代理納付という手法自体は、生活保護受給者、家主ともに事務負担の軽減につながる

などのメリットがあることから、家賃滞納をしていない者であっても代理納付をするこ

とは可能としているところであるが、特に家賃等を滞納している者については、住宅扶

助が家賃等の使途以外に費消され、結果として住居を失う可能性もあることから、引き

続き積極的に活用されたい。 

さらに、総務省においては、平成 30 年１月に低額所得者、高齢者、障害者等の住宅確

保要配慮者が安心して暮らせる環境の充実を図る観点から、公営住宅への入居者等に対

する対応状況、住宅確保要配慮者への支援の実施状況等を調査し、その結果を取りまと

め、必要な改善措置についての勧告が行われたところである。その中で生活保護制度に

関するものとしては、公営住宅に入居する生活保護受給者にも多くの家賃滞納者が存在

し、これらの者に対する代理納付の活用を進めるためには入居世帯の生活困窮状況等に

係る情報を住宅部局と福祉部局で共有するなどの連携が必要であるとの指摘がなされ

た。 

生活保護受給者の個人情報については、各自治体の個人情報保護条例等に基づき、こ

れまでも適切に取り扱っているものと承知しているが、一方で、この個人情報の取扱い

が障壁となって情報共有が進まないといった報告もなされている。このため、下記のよ

うに個人情報の取扱いについて例外を定めるなど独自に住宅部局と福祉部局との情報

連携を図っている自治体があるので、これを参考として、公営住宅に入居する生活保護

受給者に対しても、家賃滞納がある等住宅扶助の代理納付が必要と判断される場合に

は、代理納付制度の積極的な活用に努められたい。【参考資料（第１①）】 

 

（Ａ市の例） 

生活保護担当部局では、生活保護の申請時に家賃証明書の提出を求め、当該世帯が市

営住宅入居者に該当するかどうかを確認しており、家賃証明書を発行する同市の住宅部

局においても、当該世帯が生活保護受給者であることを把握し、家賃の滞納情報を毎月
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生活保護部局に提供することで、滞納情報を共有している。 

また、生活保護担当部局では、住宅部局からの情報をもとに、代理納付の実施に係る

マニュアルに基づき、滞納期間が３ヶ月以上あり、かつ、住宅扶助費の全額を保護費と

して支給している世帯に対し、原則として職権により代理納付を実施している。 

なお、住宅部局と生活保護担当部局の間で個人情報を共有することについて、同市で

は、市個人情報保護審議会に諮り、本人同意は不要との見解が示され、個人情報に関す

る課題を解消している。 

 

各福祉事務所における代理納付の実施状況は、以下のとおりであるので、参考にされ

たい。 

【公営住宅】 

平成 30 年 7 月時点の代理納付率：６０％ 

（福祉事務所の分布） 

・代理納付率が「０％以上～２０％未満」の福祉事務所の割合：１９％ 

・代理納付率が「２０％以上～４０％未満」の福祉事務所の割合：１２％ 

・代理納付率が「４０％以上～６０％未満」の福祉事務所の割合：１６％ 

・代理納付率が「６０％以上～８０％未満」の福祉事務所の割合：２２％ 

・代理納付率が「８０％以上」の福祉事務所の割合：３０％ 

 

【民営の賃貸住宅】 

平成 30 年 7 月時点の代理納付率：１７％ 

（福祉事務所の分布） 

・代理納付率が「０％以上～１０％未満」の福祉事務所の割合：３３％ 

・代理納付率が「１０％以上～２０％未満」の福祉事務所の割合：１７％ 

・代理納付率が「２０％以上～３０％未満」の福祉事務所の割合：１８％ 

・代理納付率が「３０％以上～４０％未満」の福祉事務所の割合：１４％ 

・代理納付率が「４０％以上～５０％未満」の福祉事務所の割合：９％ 

・代理納付率が「５０％以上」の福祉事務所の割合：９％ 
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４ 住宅扶助基準見直しにかかる留意事項について 

平成 27 年７月１日から施行されている住宅扶助基準の見直しについては、「生活保護

法による保護の基準に基づき厚生労働大臣が別に定める住宅扶助（家賃・間代等）の限

度額の設定について（通知）」（平成 27 年４月 14 日社援発 0414 第９号厚生労働省社会

・援護局長通知）及び「住宅扶助の認定にかかる留意事項について（通知）」（平成 27

年５月 13 日社援保発 0513 第１号厚生労働省社会・援護局保護課長通知）を踏まえ、世

帯によって経過措置の適用期限が異なることから、当該世帯における経過措置の適用状

況を十分に把握した上で、最低限度の生活の維持に支障が生じないよう、適切に運用す

るとともに、生活保護受給者の居住の安定や居住先の確保の支援に取り組んでいただく

ようお願いする。その際、「生活保護受給者の住まいの確保のための福祉部局と住宅部

局等の連携について」（平成 27 年６月 11 日社援保発 0611 第１号、国住賃第 13 号、国

住心第 57 号厚生労働省社会・援護局保護課長、国土交通省住宅局住宅総合整備課長、安

心居住推進課長連名通知）において示しているとおり、保護の実施機関におかれては、

日頃から公営住宅担当部局や不動産関係団体と連携を図るなどにより、生活保護受給者

の居住の安定や居住先の確保の支援を行える体制を整えるなどの取組をお願いしたい。 

なお、敷金等や契約更新料に特別基準が設定されているものについては、地域の実情

に適うものになっているか検証を行い、地域の実情にそぐわない状況となっている場合

は、見直しを行われたい。 

 

５ 預貯金等の資産保有状況の適切な把握 

  平成 27 年４月から、生活保護受給者に少なくとも 12 箇月ごとの資産申告を求め、保

護の実施機関が預貯金等の資産の状況を適切に把握するよう実施要領の改正を行った

ところである。この申告により、預貯金等を保有していることが発見された場合には、

当該預貯金等が保護開始時に保有していたものではないこと、不正な手段により蓄えら

れたものではないことを確認し、当該預貯金等が既に支給された保護費のやり繰りによ

って生じたものと判断されるときは、当該預貯金等の使用目的を聴取されたい。また、

聴取の結果、その使用目的が生活保護の趣旨目的に反しないと認められる場合には保有

を容認して差し支えないが、その際は、生活保護受給者の生活状況等について確認し、

必要に応じて生活の維持向上の観点から当該預貯金等の計画的な支出について助言指

導を行われたい。一方で、合理的な使用目的がない場合や保有の認められない物品の購
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入など使用目的が生活保護の趣旨目的に反すると認められる場合には、まず、生活の維

持向上の観点から生活保護の趣旨目的に沿った当該預貯金等の計画的な支出について

助言指導するとともに、それでもなお改善が認められない場合には、最低生活の維持の

ために活用すべき資産とみなさざるを得ない旨を生活保護受給者に説明した上で、状況

に応じて収入認定や要否判定を行い、保護の変更や、停止・廃止を行うことを検討する

必要がある。 

  なお、資産申告の確認に当たっては、必要に応じて訪問調査時や個室に案内して行う

など個々のプライバシーに配慮して行うことに留意されたい。 

 

６ 金融機関、生命保険会社等に対する資産調査について 

  平成 24 年 12 月から実施している金融機関の本店等に対する一括照会（以下「本店等

一括照会」という。）については、従前は複数の支店に対し個々に照会していたものを、

本店等一括照会を行うことによって、各保護の実施機関の事務負担の軽減につながると

ともに、従前の方法では判明しなかったと考えられる口座が相当数発見されているな

ど、資産調査の効率的、効果的な実施に資するものと考えている。 

  本店等一括照会は、「金融機関本店等に対する一括照会の実施について」（平成 24 年

９月 14 日社援保発 0914 第１号厚生労働省社会・援護局保護課長通知）に基づき実施し

ているが、照会方法の効率化を図る観点から要望があったことを踏まえて、平成 26 年９

月 30 日付けで上記通知の一部改正を行い、同一世帯の者を一括して照会できる様式等

への変更を行ったところである。 

一方で、金融機関からは、一部の地方自治体において関係通知で定める実施方法等が

徹底されていないとの指摘がなされている。これまでも、徹底されていない事例及び指

摘を踏まえて、留意点を整理した「金融機関本店等に対する一括照会の留意事項につい

て」（平成 25 年９月 30 日厚生労働省社会・援護局保護課保護係長事務連絡）を発出し、

機会を捉えて注意喚起を図ってきたところであるが、引き続き徹底されていない事例が

散見される状況にあることから、所定の様式の使用など、通知の遵守について改めて確

認をお願いする。 

また、生命保険会社に対して実施する生活保護法第 29 条による調査については、「生

命保険会社に対する調査の実施について」（平成 27 年２月 13 日社援保発 0213 第２号

厚生労働省社会・援護局保護課長通知）において、照会様式及び依頼事項に関する用語
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の統一化を図ったところであるが、地方における規制改革タスクフォースの中で、関係

団体から、実態として統一様式への移行が進んでいない状況であり、様式・書式が不統

一であることによって担当者の作業に多大な非効率が生じていることから、改めて各福

祉事務所への周知・徹底について改善方策の検討の求めがあったところである。 

金融機関や生命保険会社における資産調査への回答作業においては、地方自治体から

の照会様式をＯＣＲで電子的に読み取った上で作業をする会社もあり、その場合は照会

様式が統一されていることが前提となるほか、該当項目が記載されている箇所が照会す

る地方自治体の書式ごとに異なることは、業務効率の低下を招き、結果として照会から

回答までの期間が延びる要因になる。このような事情を踏まえ、先述した金融機関への

資産調査だけではなく、生命保険会社への資産調査についても、通知を遵守の上、所定

の様式を使用するよう、管内実施機関に周知徹底していただきたい。 

なお、関係団体からの改善方策の検討の求めについては、合わせて地方自治体から現

行の統一様式では調査日の記載ができないため統一様式の再検討について要望があっ

たことから、これらを踏まえた規制改革実施計画においては、平成 30 年度中に、①「生

命保険会社に対する調査の実施について」の通知を周知すること、②「調査日の指定」

ができるような書式にすることを含めた必要な見直しを行うこと、③電子計算機による

作成に適したファイル形式による電子データの書式を作成することとされたところで

あり、対応を検討しているので御了知願いたい。 

 

７ 依存症対策について 

平成 29 年８月に、ギャンブル等依存症対策推進関係閣僚会議において、「ギャンブル

等依存症対策の強化について」が取りまとめられ、その中では、生活保護受給者への支

援として、「ギャンブル等に過度に生活費をつぎ込み、本人の健康や自立した生活を損

なうような生活保護受給者に対しては、生活保護の適正実施という観点だけでなく、ギ

ャンブル等依存症の相談・治療を行う機関へのつなぎという観点からも、適切な助言や

支援を行っていく必要がある」とされている。また、ギャンブル等依存症対策について

は、平成 30 年 7 月にギャンブル等依存症の発症・進行・再発の各段階に応じた防止・回

復のための対策を適切に講ずるとともに、本人・家族が日常生活・社会生活を円滑に営

むことができるように支援すること、多重債務・貧困・虐待・自殺・犯罪等の問題に関

する施策との有機的な連携が図られるよう、必要な配慮をすることを基本理念とした

-31-



「ギャンブル等依存症対策基本法」（平成 30 年法律第 74 号）が成立している。 

平成 30 年８月に開催した生活保護担当ケースワーカー全国研修会においては、依存

症の概要や依存症者の特徴、依存症が疑われる者への対応等について知識の向上を図る

とともに、精神保健福祉センター等の相談・治療を行う機関へつなぐケースワーカーの

役割の重要性について認識の共有を図ったところであり、各都道府県・指定都市・中核

市等において実施する研修においても、管内福祉事務所のケースワーカーに対してギャ

ンブル等依存症に対する基礎知識の普及が図られるよう努められたい。【参考資料（第

１②）】 

また、生活保護受給者の行うぱちんこ等に対する福祉事務所の対応状況について調査

を実施したところ、平成 28 年度において全国で 3,100 件の助言、指導等が行われてい

た。ぱちんこ等を行う生活保護受給者に対しては、福祉事務所において、ぱちんこ等で

得られた収入も全て収入申告が必要であることを説明することが必要である。加えて、

過度にぱちんこ等に生活費をつぎ込み、本人の自立した生活を損なうなど、生活保護の

目的に反した保護費の支出を図っている場合には、自立支援プログラムを活用した金銭

管理支援や公営競技等において取り組まれている本人申告に基づくアクセス制限制度

の利用勧奨などの支援を行うことも検討する必要がある。ギャンブル等依存症が疑われ

る者に対する支援については、ケースワーカーだけで解決することは困難であるため、

前述したように精神保健福祉センターや保健所に繋ぐことで、適切な専門医療機関等で

の早期の治療につなげることも考えられる。この他にも、ぱちんこ等を過度に行うこと

が原因で家賃滞納となっている場合には、代理納付を活用し、生活保護受給者の居住の

安定の確保を図るなどの対応も考えられることから、引き続き関係機関等と連携を図り

つつ、生活保護受給者の状況に応じた適切な支援の実施をお願いする。 

 

８ 学習支援費の実費支給について  

教育扶助及び生業扶助として支給している学習支援費については、平成 30 年 10 月１

日から、支給対象をクラブ活動費に特化した上で、これまでの月額による定額支給から

実際にかかった費用に応じた実費支給にしたところである。支給対象となるクラブ活動

については、学校で実施するクラブ活動に限定されるものではなく、地域住民や生徒等

の保護者が密接に関わって行われる活動や、ボランティアの一環として行われる活動も

含めることとしている。 
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また、生活保護の実施機関における学習支援費の支給事務に当たっては、クラブ活動

に必要な物品等を生活保護世帯が先に購入して領収書等の提出を受けた後に支給する

事後給付の方法のみならず、学校等から提供されるパンフレットやクラブ活動の案内等

により必要な費用が事前に確認できる場合は、物品等の購入前に必要額を支給する事前

給付の方法も可能としている。 

特に学習支援費の需要は、入学や進学の時期である４月に発生すると考えられること

から、クラブ活動費用の事前給付の手続を簡便かつ円滑に行うため、リーフレット例な

どを参考に、世帯員に小学校から高校までの児童生徒がいる生活保護世帯に対して、保

護費の変更決定通知書の送付、窓口への来所及び家庭訪問などの機会を活用し、改めて

学習支援費の支給方法について周知いただきたい。また、日頃のケースワークにおいて

は、クラブ活動への参加状況の把握に努めるとともに、必要な費用が生じる場合はでき

る限り事前に福祉事務所に相談するよう助言指導を行うなど、学習支援費の申請が漏れ

なく行われるよう配慮されたい。 

 

９ 一時扶助における家具什器費の見直しについて  

生活保護制度では、日常生活に必要な生活用品については、保護費のやり繰りによっ

て計画的に購入していただくこととしているが、①保護開始時に持ち合わせがない場

合、②災害により喪失し、災害救助法（昭和 22 年法律第 118 号）等他制度からの措置が

ない場合、③犯罪等により被害を受け、生命身体の安全確保のために新たに転居する場

合で持ち合わせがない場合などの特別な事情がある場合に限り、一時扶助として家具什

器費の支給を認めているところである。 

近年、熱中症における健康被害があることを踏まえ、平成 30 年７月１日からこの家具

什器費に冷房器具を加えたところであるが、実施機関の担当者がこの取扱いを承知して

いない旨の指摘があった。 

このため、管内の実施機関に対して改めて改正内容の周知徹底をお願いするととも

に、各実施機関においては、各担当者に改正内容が伝わるよう配慮いただきたい。 

なお、特別な事情がない生活保護世帯においては、従来どおり毎月の保護費のやり繰

りの中で冷房器具等の購入費用を賄うこととなるが、今夏に向けて計画的に対応するこ

とを念頭に、日頃のケースワークにおいて、冷房器具や暖房器具等の購入の意向を確認

し、必要に応じて、購入に向けた家計管理の助言指導を行うとともに、社会福祉協議会
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の生活福祉資金貸付の利用を紹介し貸付により購入できるようにするなど、真に必要な

者が冷房器具や暖房器具等を購入できるよう配慮されたい。 

 

10 年金生活者支援給付金の支給について 

  年金生活者支援給付金制度が、2019 年 10 月に施行され、2019 年 12 月から支給が開

始される予定である。この給付金は、公的年金等の所得の額が一定基準以下等の高齢者

や障害者等の方に支給されるものであり、年金を受給している生活保護受給者のほとん

どが対象になるものと考えられる。この給付金の受給に当たっては、日本年金機構への

請求手続が必要になるが、平成 29 年の年金受給資格期間の短縮への対応と同様に、生活

保護受給者の利用し得る資産の活用の観点から、福祉事務所には生活保護受給者への請

求手続の助言指導や進捗状況の把握をお願いしたい。福祉事務所における対応に資する

よう、平成 29 年と同様に、日本年金機構と福祉事務所の情報連携策を構築する予定とし

ており、詳細については追ってお示しする。 

 

11 プレミアム付商品券の取扱いについて 

消費税・地方消費税率の 10％への引上げが低所得者（住民税非課税者）・子育て世帯

（０～２歳児）の消費に与える影響を緩和するとともに、地域における消費を喚起・下

支えすることを目的として、プレミアム付商品券が販売される予定である。【参考資料

（第１③）】 

非課税者分の商品券については、基準日時点（2019 年１月１日）において生活保護受

給者の場合は購入対象とはならないが、基準日の翌日から 2019 年６月１日までの間に

保護廃止又は停止となった者については購入対象となる予定である。 

一方で、３歳未満児のいる子育て世帯分の商品券については、特に、子育て世帯に対

する支援として実施されているものであることから、生活保護受給者も購入対象になる

とともに、プレミアム付商品券のプレミアム補助額は収入認定しないことを予定してい

る。 

なお、非課税者分の商品券について、基準日時点では対象要件を満たしていた者が、

基準日より後に生活保護受給者になった場合、商品券の購入対象となり実際に商品券を

購入することが想定されるが、その際は、プレミアム補助額を収入認定する予定である

ので、御了知願いたい。 
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なお、プレミアム付商品券事業については、平成 31 年度当初予算（案）に所要額を計

上しているものであることから、上記の取扱いはあくまで予定であり、追って正式に通

知を発出する予定であるので御了知願いたい。 

 

12 雇用保険・労災保険等の追加給付の取扱いについて 

雇用保険・労災保険・船員保険の給付について、多くの方の給付が支払い不足の状態

になっており、今後、追加給付が予定されている。 

生活保護受給者が追加給付を受けた場合の取扱いについては、追ってお示しする予定

であるので御了知願いたい。 

 

13 未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・特別給付金の取扱いについて 

生活保護受給者が未婚の児童扶養手当受給者に対する臨時・特別給付金の給付を受け

た場合、収入と認定しない取扱いとする予定であるので御了知願いたい。【参考資料（第

１④）】 

 

14 児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策について 

平成 30 年７月 20 日に「児童虐待防止対策の強化に向けた緊急総合対策」が取りま

とめられ、関係機関間の連携強化策の一つとして、生活困窮家庭やひとり親家庭等に

対する支援との緊密な連携を図ることとされた。 

  具体的には、生活困窮世帯やひとり親家庭に対する支援について、 

  ① 生活保護のケースワーカーや母子・父子自立支援員、生活困窮者自立支援制度の

支援員等が、虐待の端緒を把握した場合には、児童相談所や市町村の児童虐待対応

の担当部署等へ速やかに連絡すること 

 ② 児童虐待に係る調査や相談の中で、経済的困窮状態を把握した場合は、生活困

窮者自立支援窓口に連絡すること 

といった連携を図ることとされているので、御了知願いたい。 

 

15 即位休日法に伴う 10 連休の対応について 

平成 31 年（2019 年）４月 27 日から５月６日までの 10 日間連続の休日となることで

国民生活に支障が生じることが無いよう、保護の実施機関においては、特に以下の３点
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について御留意願いたい。【参考資料（第１⑤）】 

①  ５月分保護費の支給日については、「生活保護に係る保護金品の定例支給日が地

方公共団体等の休日に当たる場合の取扱いについて」(平成４年 10 月 12 日社援保発

第 55 号厚生省社会・援護局保護課長通知)に基づき、支給日を連休直前の休日でな

い日へ繰り上げること。 

②  連休中の受診確保については、「生活保護問答集について」(平成 21 年３月 31 日

厚生労働省社会・援護局保護課長事務連絡)第２編問 28(休日、夜間における受診確

保)等に基づき、適切に対応すること。 

③  連休中急病で入院した要保護者から連休明けに保護申請があった場合には、「生

活保護法による保護の実施要領の取扱いについて」(昭和 38 年４月１日社保第 34 号

厚生省社会局保護課長通知)第 10 の問２に基づき、適切に対応すること。 

 

16 平成 30 年度の地方からの提案等に関する対応方針について 

平成 30 年 12 月 25 日に「平成 30 年の地方からの提案等に関する対応方針」が閣議決

定されたところであり、生活保護関係で主なものは以下の３点である。 

・ 保護の実施機関による日本年金機構に対する年金関連情報の照会について、日本年

金機構における人員体制等を工夫し、回答処理期間の短縮に努めるとともに、緊急に

回答が必要な場合は、各年金事務所に対して照会が可能である旨を日本年金機構及び

地方公共団体に通知 

・ 要保護者等の収入状況調査のうち、労災保険給付の調査について、厚生労働省労

働基準局が照会先であることを周知徹底し、同局への照会様式を統一 

・ 生活に困窮する外国人に対する生活保護の措置における地方公共団体から領事館

等への確認の手続について、適正な事務実施や事務負担の軽減を図る観点から、必

要な措置 

 ２点目については、調査の照会先が厚生労働省労働基準局であるにもかかわらず、

労働基準監督署に照会している事例が散見されることから、厚生労働省労働基準局に

照会するよう徹底されたい。 

 今後、それぞれの対応方針を踏まえた通知又は事務連絡を平成 30 年度中に発出す

る予定であるので、御了知願いたい。 
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17 日本年金機構との情報連携について  

日本年金機構、国家公務員共済組合連合会、地方公務員共済組合又は全国市町村職員

共済組合連合会及び日本私立学校振興・共済事業団（以下「機構等」という。）におけ

る年金関係の情報連携については、年金関係の情報連携をシステム上抑止する措置を実

施しているところであり、また、年金関係の情報連携開始に向けたスケジュールについ

ては、平成 31 年 1 月 16 日付け事務連絡において関係府省社会保障・税番号制度主管課

及び各都道府県社会保障・税番号制度担当課に周知されているところである。 

今後、機構等が地方公共団体等との機関間試験を行うなど、関係機関等との連携を図

りながら、必要な準備等を進めていくこととなり、機構等からの情報照会については、

現時点の想定として、「平成 31 年４月以降一定期間の試行運用を実施した後、順次本

格運用へ移行予定」とされている。【参考資料（第１⑥）】 

ついては、生活保護関係情報の提供機関である保護の実施機関においては、副本登録

等の機構等への情報提供に当たって必要な作業を平成 31 年３月末までに遺漏なく実施

していただきたい（実施済みの場合は、追加の対応は不要）。 

また、地方公共団体等から機構等への情報照会は平成 31 年６月以降一定期間の試行

運用を実施した後、順次本格運用へ移行予定であり、これに関する事務連絡等を発出

予定のため、予め御了知願いたい。  
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第２ 就労・自立支援の充実について 

 

１ 進学準備給付金の支給について 

「生活保護世帯に属する子どもの大学等進学率」は、子どもの貧困対策の指標として

設定されているが、平成 29 年４月時点で 35.3％であり、全世帯の 73.0％と比較して低

い状況である。 

大学等への進学支援については、これまでも高校生のアルバイト収入のほか、高校生

等奨学給付金や各団体が高校生を対象に実施する奨学金等の恵与金・貸付金を学習塾費

や大学等入学料等に充てる場合に収入認定除外とするなどの支援を行ってきたが、更な

る支援策として、昨年 6 月に生活保護法を改正し、大学等に進学した場合に新生活立ち

上げ費用として一時金を支給する「進学準備給付金」制度を創設したほか、平成 30 年度

から進学後も転居せずに引き続き出身世帯から通学する場合に住宅扶助費を減額しな

い措置を講じたところである。 

ついては、各実施機関において、今春、高等学校等を卒業して大学等への入学を希望

している者について事前に把握するとともに、対象となる世帯に対して進学準備給付金

制度等の周知や申請手続に関する支援を行い、これらの進学支援対策が確実に適用され

るよう支援を行われたい。 

【参考】昨春大学等に進学した者の進学準備給付金申請状況（平成 30 年 10 月末時点） 

○支給対象見込者 4,775 人（※） 

○申請者 3,531 人（73.9％） 

（※）生活保護世帯に属する子どもの大学等進学率を把握する調査とは別の調査であ

り、支給対象見込者には、進学率を算出する際の大学等進学者には含まれない特

定教育訓練施設へ進学した者、やむを得ない事情により支給対象となる平成 29 年

3 月卒業者等も含まれていることから、平成 30 年 4 月の大学等進学者の数値とは

一致しない。（なお、平成 30 年 4 月時点の生活保護世帯に属する子どもの大学等

進学状況については、現在精査中である。） 

 

２ 高校生等の進路に対する支援について 

高校生等の卒業後の進路選択に際しては、高校入学直後などの早い時期から、検討や

準備を行うことが重要であり、実施機関においても、高校生等からの相談に応じたり、
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活用できる制度の説明を行うなど、丁寧な支援をお願いしたい。 

【参考】生活保護世帯出身の大学生等の生活実態の調査・研究（平成 30 年６月 25 日公

表） 

○ 大学等への進学を具体的に考え始めた時期 

・高校１年生まで：36.5％ ・高校２年生：23.2％ ・高校３年生 34.3％ 

・その他、覚えていない等：6.0％ 

特に、生活保護世帯の高校生等が大学等への進学を希望する場合は、世帯分離という

仕組みの活用等を通じて大学等への進学も可能であることを伝えた上で、①アルバイト

収入や恵与金・貸付金については、事前に実施機関に相談して承認を得た上で、収入と

して認定せずに学習塾費に充てたり、将来必要な大学等の入学料等に充てるために手元

に残す取扱いが可能なこと、この他、修学旅行費用など高等学校等就学費で賄いきれな

い経費に充てることが可能なこと、②大学等への進学が決まった場合には、前記の進学

準備給付金が支給されること、③活用が考えられる各種奨学金等の情報などについて、

保護者だけでなく高校生等本人にも説明していただくとともに、その適切な運用に万全

を期されたい。 

このうち、各種奨学金制度に関しては、近年、低所得世帯向けの制度の充実が図られ

ており、独立行政法人日本学生支援機構が実施する大学等奨学金事業において、平成 29

年度から、①無利子奨学金における低所得世帯の生徒に係る成績基準の実質的撤廃、貸

与基準を満たす希望者全員への貸与の実現、②所得連動返還型奨学金制度の導入が行わ

れている。 

加えて、2020 年 4 月には、「骨太の方針 2018」等に基づき、真に支援が必要な生活保

護世帯を含む低所得世帯の子供たちを対象とした、高等教育（一定の要件を満たした大

学、短期大学、高等専門学校、専門学校）の無償化施策として、授業料等減免、給付型

奨学金の支援対象者及び支援額の大幅拡充が行われる予定である。 

高等教育の無償化施策については、昨年 12 月の関係閣僚会合で「高等教育無償化の制

度の具体化に向けた方針」が決定され、今通常国会に関連法案が提出され、文部科学省

から、支給金額や対象者の要件が示された。高等教育無償化の導入が正式に決定された

場合、改めて管内実施機関への周知を依頼する予定であるが、各種奨学金制度や高等教

育無償化の概要についても、給付対象となる可能性のある生活保護受給世帯の子ども及

び保護者に対して周知を図るよう、管内実施機関あて周知をお願いしたい。なお、新制
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度の詳細について不明な点等があれば、文部科学省の高等教育段階の教育費負担軽減新

制度ＰＴまで問合せ願いたい。 

また、就職を希望する場合は、必要に応じて就労支援員等による支援を提案するとと

もに、就職が決まった者に対しては、洋服類等を購入するための就職支度費、自動車運

転免許を取得するための技能習得費、就職地に赴くための移送費等を、就職の状況に応

じて適切に支給されたい。 

いずれにせよ、これらの支援策が十分に活用されるためには、対象者への十分な情報

提供等が不可欠である。先駆的な自治体においては、進路選択に必要な情報をわかりや

すくまとめた冊子を作成している例もあるが、厚生労働省においても、各実施機関が本

人や保護者等に対して周知を図る際に活用いただけるよう、進路選択に当たって必要な

情報や支援策等をまとめた冊子の作成を進めているところである。冊子については、今

年度末を目処に電子データで送付する予定としているので、活用いただきたい。 

また、平成 30 年度より、生活保護世帯を対象とした家計改善支援の事業を実施してい

るが、当該事業の中で、高校卒業予定の者等に対する大学等への進学に向けた費用につ

いての相談への対応や助言、各種貸付制度の案内等を行う事業も補助対象としているの

で、当該事業等の積極的な活用も図られたい。 

なお、中学生以下の子どもについても、高校生等と同じように、ケースワークや子ど

もの学習支援事業（平成 31 年４月より「子どもの学習・生活支援事業」）などを通じて、

課題に即した必要な支援を実施していただきたい。 

 

３ 就労支援事業の実施について  

（１）就労支援における KPI の設定について 

稼働能力を有する被保護者の就労支援については、これまでも、ハローワークとの連

携による「生活保護受給者等就労自立促進事業」、就労支援員の配置などの「被保護者

就労支援事業」、就労意欲や基本的な生活習慣などに課題を抱える者に対する「就労準

備支援事業」に取り組んでいただいている。 

これらの就労支援の実施状況については、「経済・財政再生計画改革工程表 2018 改定

版」（平成 30 年 12 月 20 日経済財政諮問会議）において、新たに 2021 年度までを目標

とした KPI（改革の進捗管理や測定に必要となる指標）として 

① 就労支援事業等に参加可能な者の事業参加率を 2021 年度までに 65％とする 
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② 就労支援事業等に参加した者のうち、就労した者及び就労による収入が増加した

者の割合を 2021 年度までに 50％とする 

③ 「その他の世帯」の就労率（就労者のいる世帯の割合）を 2021 年度までに 45％

とする  

ことを定めたところである。 

（※ このほか、就労支援事業等を通じた脱却率、就労支援事業等の各地方自治体の

取組状況、「その他の世帯」の就労率等の地方自治体ごとの状況の「見える化」につい

ても引き続き盛り込まれている） 

2018 年度までの KPI においては、特に就労支援事業等の参加率が低調となっていたこ

とから、各自治体におかれては、就労支援を必要とする者に対しては、就労中であって

も稼働能力を十分に活用していない者や、自主的な求職活動を行っているが内容等が十

分ではない者も含め、事業の趣旨等を説明した上で就労支援を実施されたい。 

なお、求職活動や就職後の就労継続に際しては、本人の意欲が重要であることから、

事業への参加に対して消極的な者に対しては、その要因を十分に確認するとともに、必

要に応じて認定就労訓練事業や被保護者就労準備支援事業の活用など、本人の状況に応

じた段階的な支援の実施も検討されたい。 

【参考１】従来（2018 年度まで）の被保護者の就労支援に関する KPI 

① 就労支援事業等の参加率を 2018 年度までに 60％とする 

② 就労支援事業等に参加した者のうち、就労した者及び就労による収入が増加した

者の割合を 2018 年度までに 50％とする 

③ 「その他の世帯」の就労率（就労者のいる世帯の割合）を 2018 年度までに 45％

とする  

【参考２】生活保護受給者の就労支援等の現状 

○ 就労支援事業等の参加率 

2017 年度 就労支援促進計画の実績値平均 36.5％（確定値） 

○ 就労支援事業等に参加した者のうち、就労した者及び就労による収入が増加した

者の割合 

2017 年度 就労支援促進計画の実績値平均 43.6％（確定値） 

○ 「その他の世帯」の就労率（就労者のいる世帯の割合） 

2016 年度 36.6％ 
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（２）就労支援促進計画の策定について 

就労支援促進計画については、新たな KPI の設定や生活保護受給者に対する就労支援

のあり方研究会の報告等を踏まえ、その内容を見直すこととしている。そのため、平成

30 年度就労支援促進計画の実績評価の提出は年度明けに依頼するが、平成 31 年度就労

支援促進計画の提出は「就労支援促進計画の策定について」（平成 27 年 3 月 31 日社援

保発 0331 第 22 号厚生労働省社会・援護局保護課長通知）の改正を踏まえて依頼するこ

とから、例年よりも依頼時期が遅くなる見込みなので、予め御了知いただきたい。 

なお、昨年 10 月に公表された財務省が実施した予算執行調査（生活困窮者等に対する

就労支援）でも言及されているとおり、一部の自治体では事業参加率の実績が 100％と

なっており、事業対象者の選定が自治体によって恣意的に行われている可能性がある。

事業対象者については「保護の実施機関が就労可能と判断する被保護者（現に就労して

いる被保護者も含む。）」としていることから、今後報告する際は、事業対象者の選定

が適切に行われているか確認をしていただきたい。 

また、平成 30 年度は、「就労支援等の状況調査」を踏まえて、就労支援事業等におい

て就労・増収率の達成率が高いなど効果的な取組を行っている自治体に対して、関係職

員等研修・啓発事業（補助率 1/2）について、補助率の引上げを行ったところであるが、

平成 31 年度についても引き続き実施することとしているので、御了知願いたい。 

 

（３）生活保護受給者等就労自立促進事業について 

ハローワークは、全国各地に 544 カ所設置され、雇用について求人・求職のマッチン

グなど労働者や事業所に対してさまざまな支援を行っている。一般職業紹介状況をみる

と、平成 29 年度の新規求人数は 1,000 万人を超える規模を扱っている。 

生活保護受給者等就労自立促進事業は、生活保護受給者、児童扶養手当受給者、生活

困窮者等を対象として、ハローワークと地方自治体の協定等に基づき、両者によるチー

ム支援方式により、支援対象者の就労による自立を促進するものである。 

本事業では、福祉事務所等におけるハローワークの常設窓口の設置や巡回相談等の実

施によるワンストップ型の支援体制を全国的に整備しており、常設窓口については、平

成 30 年度においては 209 箇所まで増設する予定としている。 

既に常設窓口を設置している地方自治体におかれては、「生活保護受給者等就労自立
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促進事業協議会」等で設定した目標が達成されるなど、連携効果が十分発揮されるよう、

窓口を有効活用していただき、支援候補者の選定をお願いしたい。 

ハローワークとの連携については、「就労支援の実施におけるハローワークとの連携

等について」（平成 26 年６月 30 日厚生労働省社会・援護局保護課長事務連絡）を参考

に実施いただいているところであるが、引き続き、定期的に対面で打ち合わせをするな

どハローワークと日頃から「顔の見える関係」を構築し、 

（１）日常的な雇用情勢等（地域の求職者の動向、産業別の求人状況等）の情報共有 

（２）協議会で設定した目標達成に向けた支援対象者の範囲や選定等のハローワークへ

の送り出しについての認識の共有 

（３）支援対象者への支援に当たって必要となる情報提供等の実施 

など、生活保護受給者の就労促進に向けて一層の連携を進めていただくようお願いす

る。 

また、「生活困窮者等の就労支援に当たっての地方公共団体とハローワーク等との連

携強化について」（平成 27 年９月 30 日職発 0930 第 8 号、能発 0930 第 22 号厚生労働

省職業安定局長、職業能力開発局長連名通知）については、平成 30 年９月 28 日に「生

活困窮者等の就労支援に当たっての地方公共団体と公共職業安定所等との連携強化に

ついて」（平成 30 年９月 28 日職発 0928 第３号、開発 0928 第 128 号厚生労働省職業安

定局長、人材開発統括官連名通知）として新しく文書を発出しているので、内容を御確

認いただき、労働局やハローワークから連携強化の提案等があった際には、意欲的に御

対応いただくようお願いする。 

生活保護受給者を含めた生活困窮者の就労に向けた準備状況の判断を支援するため

の「就労準備状況のチェックリスト」についても、ハローワークとの認識共有に効果的

なツールとして、引き続き積極的な活用をお願いしたい。 

また、支援対象者の就職後については、ハローワークにおいても事業所訪問等、必要

な定着指導を行うこととしている。ハローワークの強みは、事業所に対して雇用関係の

ルールを周知・徹底する雇用管理指導援助業務を実施している点にある。ハローワーク

は、就労支援を実施し、その過程で支援対象者の定着にかかる課題等も把握していると

ころであり、また、事業主に対しても直接的な調整を行うことができることから、就職

者の定着を進める上では、ハローワークとの連携も有効である。そのため、就労支援の

みならず定着支援についても、どのような連携を行うのかなど話し合っていただき、ハ
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ローワークとの連携を進めていただきたい。 

なお、生活保護受給者等（地方公共団体が労働局・ハローワークと締結した協定に基

づきハローワークに支援要請を行った者）を、公共職業安定所や特定地方公共団体、一

定の要件を満たした民間職業紹介事業者等の紹介により、継続して雇用する労働者とし

て新たに雇い入れた事業主に対しては助成金（特定求職者雇用開発助成金（生活保護受

給者等雇用開発コース））が支給されるところである。来年度において、この助成金は、

生活保護受給者等就労自立促進事業の支援対象者のみならず、被保護者就労支援事業、

生活困窮者自立支援法（平成 25 年法律第 105 号。以下「困窮者法」という。）に基づく

自立相談支援事業における就労支援の支援対象者も支給対象者とすることを検討して

いる。 

改正検討内容等の詳細については、労働局又はハローワークにお問い合わせいただき

たい。 

【参考：特定求職者雇用開発助成金（生活保護受給者等雇用開発コース） 支給金額】 

 中小企業 大企業 

短時間労働者以外の者 60 万円 50 万円 

短時間労働者 40 万円 30 万円 

（※）対象期間は１年。 

 

（４）被保護者就労支援事業について 

本事業においては、福祉事務所に配置された就労支援員等による相談・助言、個別の

求人開拓や定着支援等の実施のほか、稼働能力や適性職種等を検討する稼働能力判定会

議等の開催、ハローワークや社会福祉法人等による就労支援連携体制の構築をしていた

だくこととしている。 

就労経験が少ないなど様々な要因により就労につながりにくい状況にある者に対し

ては、関係機関との協力・連携体制の構築を通じて新たな就労の場の開拓の取組の推進

をお願いしたい。また、一部の自治体では就職後の定着に向けた支援が十分にできてい

ないところであるが、就職に結び着いた場合でも、短期間で離職してしまう者も多くい

ることから、その重要性を理解した上で就労支援員による支援を行っていただきたい。 

更に、本事業は必須事業であり、就労支援員を配置していない、あるいは就労支援員

が「その他の世帯」120 世帯に対して１名となっていない等、就労支援体制が十分でな

対象者 
企業規模 
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い保護の実施機関においては、「就労支援員の増配置について」（平成 22 年９月 14 日

社援発 0914 第７号厚生労働省社会・援護局長通知）を参考として、保護の実施機関にお

ける被保護者数及びその他地域の実情に応じて就労支援員を適切に配置いただくよう

お願いする。特に、小規模な自治体において専従の就労支援員を配置することが難しい

場合、自立相談支援事業の相談支援員（就労支援員）との兼務も可能であることから、

効果的・効率的な実施のために、生活困窮者自立支援制度との一体的実施について検討

されたい。 

なお、既に配置の目安を満たしている自治体についても、就労支援員に対する研修の

充実やその受講推奨、就労支援の入り口段階（事業開始前に実施するアセスメント等）

から対象者に携わる等、更なる積極的な活用に取り組んでいただきたい。 

 

（５）被保護者就労準備支援事業について 

被保護者就労準備支援事業は、就労意欲が低い者や基本的な生活習慣に課題を有する

者など就労に向けた課題をより多く抱える生活保護受給者に対し、就労意欲の喚起や一

般就労に向けた日常生活習慣の改善に向けた支援を行う事業として、平成 27 年４月に

創設したものである。 

本事業は、就労までに一定の準備が必要な生活保護受給者の支援として、重要な役割

を担うものであるが、平成 30 年度において実施している地方自治体は約 30％程度にと

どまっている。その要因としては小規模な地方自治体では対象者が少ない、就労体験等

に活用できる社会資源が限られる、自治体の事業の実施に向けたノウハウがない等が指

摘されていることから、生活困窮者自立支援制度の実施機関や地域の社会福祉法人、NPO

法人などとも連携を図り、地域資源を有効に活用することや、複数の自治体による事業

の広域実施などにより、積極的な事業の実施をお願いしたい。 

特に、就労準備支援事業と被保護者就労準備支援事業との一体実施については、両制

度がめざすべき理念は共通するものであり、支援に当たっての目的やその対応方法など

共通すべき事柄は多い点や、困窮者法第７条第５項の規定に基づき、厚生労働大臣が公

表する指針「生活困窮者就労準備支援事業及び生活困窮者家計改善支援事業の適切な実

施等に関する指針」（平成 30 年厚生労働省告示第 343 号）でも推進することとしている

ことから、より積極的に努めていただきたい。 

なお、平成 29 年度の社会福祉推進事業では「就労に向け準備が必要な生活保護受給者
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への効果的な支援のあり方に関する調査研究」を採択し、各自治体における支援内容等

の集計や分析、先進事例のヒアリングを実施した後、結果を公表したところである。当

該調査研究の報告書については以下のホームページに掲載されている。報告書には、ヒ

アリング調査で得られた支援の参考事例（多様な支援メニュー、対象者を事業参加へと

導くための工夫等）をまとめたものもあるので、各自治体におかれては参照されたい。 

【報告書掲載先】 

https://www2.deloitte.com/jp/ja/pages/life-sciences-and-

healthcare/articles/hc/h29shakaihukushi.html 

（実施主体：有限責任監査法人トーマツ） 

 

４ 生活保護受給者に対する就労支援のあり方研究会について  

厚生労働省では、昨年 3 月より「生活保護受給者に対する就労支援のあり方に関する

研究会」を開催し、就労支援における課題解消のために、そのあり方についての議論を

進めてきた。研究会では、これまでの就労支援については、一定の効果を上げてきた一

方で、就労に向けた課題を抱える者については、就労支援の対象外とされている場合も

多いのではないかとの課題認識の下、 

・ 高齢者や障害者、就労に向けて課題のある者など、これまで就労支援の対象外と

されてきた者への支援の必要性から、アセスメントの強化による個々人の課題や本

人の意向の十分な把握 

・ 「一般就労」のみではなく、本人の課題や意向に応じ、日常生活自立や社会生活

自立も目標とした「多様な働き方」に向けた支援として、中間的就労や個別求人開

拓など課題を抱えた者が働ける場などの確保や、就労した者が就労を継続できるよ

うな支援の充実 

・ 関係機関との連携強化等による支援体制の強化として、就労支援員の役割の強化、

資質の向上やケースワーカーとの協働による組織的な支援、生活困窮者自立相談支

援機関やハローワークとの連携強化 

・ 課題を抱える者に対する就労支援について就職や増収以外の効果の把握・評価と

して、日常生活や社会生活の改善に関する評価指標の設定 

・ 稼働能力の評価や指導指示のあり方の再整理として、「就労指導」と「就労支援」

の区分や、手順等の整理 
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等、現在の生活保護受給者を取り巻く状況を踏まえた、今後の就労支援のあり方につい

て言及されたところである。 

ついては、研究会における指摘を踏まえ、2019 年度以降、適宜実施可能なものから、

必要な通知改正を順次行うこととしている。各自治体においても指摘の内容を踏まえ、

実施されている就労支援について見直していただいた上で、改善に取り組んでいただき

たい。 

特に、保護の受給要件である稼働能力の活用を求める範囲を拡大することを意図して

いるものではないが、高齢者や障害者、就労に向けて課題のある者など、これまで就労

支援の対象外とされてきた者については、心身の状況や本人の意向を十分に踏まえつ

つ、多様な働き方を通じて、本人の生きがい等につながることにより生活を豊かにする

観点を踏まえた支援について実施していただきたい。 

 

５ 就労自立給付金について 

就労自立給付金については、就職後すぐに保護廃止となり仮想積立期間がない場合は

給付金が支給されないことや、仕組みが複雑で生活保護受給者に対する制度の周知が不

十分であることなどから、より効果的・効率的なインセンティブを発揮できるような内

容に見直すべきと指摘されていたところである。 

そのため、平成 30 年 10 月１日から告示を改正し、より効果的・効率的なインセンテ

ィブとなるよう、以下のとおり、就職後すぐに保護脱却となるような就労収入の仮想積

立期間がない者も新たに給付対象にした上で、積立率の統一を行った。 

【見直し内容】 

・仮想積立期間の有無によらず、最低給付額を設定（単身世帯：２万円、複数世帯：

３万円） 

・積立率を一律 10％とする 

今回の改正により、就労や増収によって保護が廃止となった者が申請すれば一定額以

上を原則受給できることとなる。各自治体においては生活保護受給者に対して、就労自

立に向けた意欲の向上を図るため、事前に給付金の周知に努めるとともに、就労や増収

により保護を必要としなくなる場合は、給付金の申請等について助言や手続きの支援を

行うなど、被保護者の申請が確実に行われるよう支援していただきたい。 
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６ 被保護者に対する家計改善支援について 

これまで、生活保護受給者に係る家計管理の支援については自立支援プログラム等に

より金銭管理とともに実施している場合が多かったが、家計の改善支援を受けることに

ついては、家計の見える化等により、その背景にある様々な課題の認識につながること

から、家計管理能力の向上のみにとどまらず、世帯の課題の解消・自立助長に効果的で

あると考えられる。 

このため、平成 30 年度から、生活保護受給世帯に対し家計改善支援の事業を実施して

いるところであるが、平成 31 年度から保護廃止が見込まれる世帯等への家計改善支援

については、対象世帯を家計に関する課題を抱える世帯とすることとしているので、大

学等への進学を検討している高校生等のいる世帯への家計改善支援と併せて、積極的な

活用をお願いしたい。更に、家計改善による支援を踏まえて、就労による収入増が望ま

れる場合等については、本人の同意を得た上で、被保護者就労支援事業と連携した支援

を行うなど、効果的な支援の実施に努めていただきたい。 

実施に当たっては、家計に関する課題を抱える世帯への家計改善支援について、生活

困窮者自立支援制度による家計改善支援事業を行っている自治体については一体的に

実施することが効果的・効率的と考えられることから、関係機関との連携に御配慮いた

だくようお願いする。 

なお、家計に関する課題を抱える世帯への家計改善支援と、大学等への進学を検討し

ている高校生等のいる世帯への支援のいずれかのみを実施することを、妨げるものでは

ないことを申し添える。 

 

７ その他自立支援プログラムに基づいた事業の実施について 

各自治体におかれては、引き続き就労支援のほか、就労が困難な生活保護受給者に対

する社会的自立の支援、適切な金銭管理支援の実施など自立支援プログラムの策定・実

施に取り組んでいただくようお願いする。 

なお、「自立支援プログラムによる金銭管理支援の実施について（平成 28 年４月 28

日付け事務連絡）」において、公共料金等を滞納してしまうなど生活保護費を適切に管

理することが困難な生活保護受給者に対する金銭管理支援の実施例を示しているので、

金銭管理支援を実施するに当たっては参考にされたい。 

また、被保護世帯が良好な住環境の下で安心して生活することができるよう、入居支
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援や入居後の様々な支援を調整する「居住の安定確保支援事業」について、その積極的

な実施をお願いする。 

特に、事業の実施に当たっては、「生活保護受給者の住まいの確保のための福祉部局

と住宅部局等の連携について」（平成 27 年６月 11 日社援保発 0611 第１号、国住賃第

13 号、国住心第 57 号厚生労働省社会・援護局保護課長・国土交通省住宅局住宅総合整

備課長・国土交通省住宅局安心居住推進課長連名通知）において示しているとおり、国

土交通省が所管する住宅施策の居住支援協議会（住宅セーフティネット法第 10 条第 1

項に基づき組織されている協議会）と入居可能な民間賃貸住宅の情報共有等、連携に努

められたい。 

 

８ 生活困窮者自立支援制度と生活保護制度の連携について 

困窮者法に基づく自立相談支援事業の相談者について、生活保護が必要であると判断

される場合には、福祉事務所と連携を図りながら適切に生活保護につなぐことが必要で

ある。 

同時に、生活保護から脱却した者等が必要に応じて困窮者法に基づく事業を利用する

ことも考えられるため、本人への継続的な支援という観点も踏まえ、生活困窮者自立支

援制度と生活保護制度とを連続的に機能させていくことが重要である。特に、被保護者

に対する家計改善支援の事業を受けていた者については、保護脱却後も引き続き支援を

受けることが望ましい。更には、就労活動が安定せず、繰り返し保護を受給しているよ

うな者が再度廃止になる場合なども、生活困窮者自立相談支援機関の相談支援員等を確

実に紹介するなど、丁寧な対応を行っていただきたい。 

この点については、昨年６月に成立、公布した困窮者法、生活保護法の一部改正法に

おいても、相互に対象者への情報提供等の措置を講じる旨の規定を盛り込み、平成 30 年

10 月１日から施行され、あわせて同日付で「生活困窮者自立支援制度と生活保護制度の

連携について」（平成 27 年３月 27 日社援保発 0327 第１号・社援地発 0327 第１号厚生

労働省社会・援護局保護課長・地域福祉課長連名通知）を改正したところである。 

ついては、改正された同通知に基づき、対象者の情報共有などを通じて適切な支援を

お願いする。 

また、支援を必要とする生活困窮者、生活保護受給者に対して連続的な支援が可能と

なるよう、地域の実情に応じて両制度に基づく事業の一体的実施にも努められたい。 
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９ 無料低額宿泊所等の見直しについて 

昨年 6 月に社会福祉法及び生活保護法を改正し、いわゆる「貧困ビジネス」への規制

の強化を図るとともに、単独での居住が困難な生活保護受給者への日常生活上の支援を

委託できる仕組みを創設したところである。 

【社会福祉法の改正内容】 

・住居の用に供するための施設を設置して第二種社会福祉事業を行う場合、その施設

を「社会福祉住居施設」と定義し、 

① 社会福祉住居施設を経営しようとする場合の事前届出制の導入 

② 社会福祉住居施設に係る設備や運営等に関する事項について、法律に基づく最低

基準の創設 

③ 社会福祉住居施設が②の最低基準を満たさない場合の改善命令の創設 

【生活保護法の改正内容】 

・無料低額宿泊所等であって、日常生活上の支援の実施について厚生労働省令で定め

る要件に該当すると都道府県知事等が認めたものを「日常生活支援住居施設」と位

置付け 

・ 単独での居住が困難と認められる生活保護受給者の日常生活上の支援について、

福祉事務所が当該住居施設に委託し、委託に要する費用を支弁できる仕組みを創設 

これらの改正事項の施行日は 2020 年４月１日となっており、各都道府県・指定都市

・中核市においては、今後、お示しする厚生労働省令を基にして、施行日までに社会福

祉住居施設の基準を定める条例を制定する必要がある。 

制度の詳細については、現在、「社会福祉住居施設及び生活保護受給者の日常生活支

援の在り方に関する検討会」において意見を聴取しながら検討を進めているところであ

り、省令の内容等が固まり次第、情報提供を行う予定であるので、各自治体におかれて

も条例の制定に向けた準備等をお願いする。なお、検討会における検討状況については

厚生労働省のホームページにも掲載されているので、適宜資料や議事録を確認の上、条

例を制定する際の参考にされたい。 

 

10 生計困難者等の住まいにおける防火安全対策について 

生計困難者等の住まいにおける防火安全対策については、平成 30 年１月の札幌市の

施設火災を受けて、消防庁・国土交通省と３省庁連名で通知（「生計困難者等の住まい
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における防火安全対策の助言等について」（平成 30 年 3 月 20 日社援保発 0320 第 1 号

・老高発 0320 第 1 号・消防予第 86 号・国住指第 4678 号））を発出し、福祉部局・福

祉事務所・消防部局・建築部局の連携による防火安全対策の助言や、無料低額宿泊所、

有料老人ホームにおける防火上の安全性の確保等について依頼をしたところである。 

今般、平成 30 年 10 月末時点における実施状況について、都道府県、政令市及び中核

市に対して調査を行ったところ、管内に未届施設等の対象施設がないことが確認できた

自治体を除いた 84 自治体のうち、 

・関係部局による連絡会議等を設置している自治体 約 64％（54 自治体） 

・関係部局間で未届施設等の情報共有を行っている自治体 約 61％（52 自治体） 

という結果となった。また、関係部局間で情報共有を行った自治体のうち、訪問して助

言等を行う施設の選定を行った 41 自治体については、全ての自治体において、既に訪

問して助言等の実施を行っていることが確認された。ついては、連絡会議等の設置や情

報共有、助言等が未実施の自治体においては、当該通知等に基づいた対応を図られると

ともに、実施済みや現時点で未届施設がない自治体においても、状況の変化等に応じて

翌年度以降も引き続き実施されたい。 

更に、平成 31 年度当初予算(案)において、無料低額宿泊所のうち日常生活の支援が

必要な方が多く入居されている施設を対象として、スプリンクラーの設置など防火関係

の設備費用への補助事業を社会福祉施設等施設整備費補助金内で行い、防火安全対策を

推進することとしている。対象施設等の補助の内容について、正式には、今後通知等で

お示しする予定であるが、各自治体におかれては、「無料低額宿泊所における防火対策

等の推進について」（平成 31 年２月８日厚生労働省社会・援護局保護課保護事業室自

立支援係長事務連絡）も踏まえ、無料低額宿泊所を運営されている事業者に周知の上、

積極的な活用に向け検討をお願いしたい。 
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第３ 医療扶助の適正化・健康管理支援等について 

 

１ 被保護者健康管理支援事業について 

（１）事業の概要 

  生活保護受給者は、多くの健康上の問題を抱えるにもかかわらず、健康増進法（平

成 14 年法律第 103 号）による健診受診率が 10％以下に留まる等、健康に向けた諸

活動が低調な状況にある【参考資料（第３①～③）】。また、多くの被保護者は医療

保険者が実施するデータヘルスの取組【参考資料（第３④～⑥）】の対象とはなって

いないが、福祉事務所による健康に関する支援は一部においてのみの実施となって

いる【参考資料（第３⑦）】。 

こうした状況を踏まえ、平成 30 年の生活保護法改正により「被保護者健康管理支

援事業」が創設され、2021 年１月から必須事業として施行されることとなった。本

事業は、多くの健康課題を抱えていると考えられる被保護者に対しては、経済的自

立のみならず日常生活自立・社会生活自立といった観点から、医療と生活の両面に

おいて支援を行う必要があるという考え方により、医療保険におけるデータヘルス

を参考に、福祉事務所がデータに基づき被保護者の生活習慣病の発症予防や重症化

予防等を推進するものである【参考資料（第３⑧）】。 

  具体的な実施方法としては、「「被保護者健康管理支援事業の手引き」の送付につ

いて」（平成 30 年 10 月２日厚生労働省社会・援護局保護課保護事業室医療係事務

連絡）にて、各自治体の試行用の手引き（以下「試行用手引き」という。（参考資料

（第３㉖）を参照されたい。））を配布したが、以下の進め方を想定しているところ

である。 

  ①自治体毎に現状の医療・健康等情報を調査・分析し、地域の被保護者の健康課

題を把握 

  ②それに基づき自治体毎に事業方針を策定（以下の取組例のオに加え、ア～エか

ら選択。試行事業の実施状況等を踏まえ、手引き改定時に必要な事業方針の追

加等の検討を予定。） 

   ア 健診受診勧奨 

   イ 医療機関受診勧奨 

   ウ 生活習慣病等に関する保健指導・生活支援 
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   エ 主治医と連携した保健指導・生活支援 

   オ 頻回受診指導 

  ③リスクに応じた階層化を行い、集団又は個人への介入を実施 

  ④事業評価を行い事業方針に反映 

   

 事業の実施に当たっては、健康増進事業を担当している各市町村の保健部局に対

して健康増進法に基づく健康診査の受診状況等の情報提供を求め、未受診者に対し

ては、健診の受診勧奨を行ったり、健診結果が芳しくない場合などには健康増進事

業として実施している事業へ被保護者をつなげるなど、保健部局と協力することが

重要であるため、被保護者健康管理支援事業の企画段階から、保健部局と連携体制

を構築することが重要である。このほか、被保護者の状況に応じた健康管理支援を

きめ細かく実施するために、介護関係部局などの行政内部の他部局や地域の社会資

源との連携体制についても構築しておくことが求められる【参考資料（第３⑨）】。 

さらに、事業の実施に当たっては、現状の調査・分析や介入の実施等において外部

委託を活用することも考えられる。その際、国民健康保険の保険者と情報共有を行

い、保険者が実施する保健事業を実施する主体（医療機関や民間企業等）へ委託す

ること等により、国民健康保険分野におけるデータヘルスに関する取組と一体的に

実施していただくことも考えられる。 

 既に被保護者健康管理支援事業に該当する事業を実施している自治体より、いく

つかの事例について、参考資料に掲載している。専門業者へ委託する部分、他部局

と共同する部分は、自治体によって様々なパターンがあり得るものであり、自自治

体の体制構築を検討する際の参考としていただきたい【参考資料（第３⑩～⑰）】。 

 

（２）平成 31 年度における試行事業・準備事業の実施について 

  被保護者健康管理支援事業の円滑な施行（2021 年１月）に向けて、2019 年度から、

試行事業の実施を含む計画的な準備が求められる。2019 年度において、本格施行に

向けた準備作業として主に想定されるのは下記の取組であるが、いずれも必要な予

算を計上したところであるので、各自治体においては「試行事業・準備事業」として

実施をお願いしたい【参考資料（第３⑱・⑲）】。 

  なお、準備作業に当たっては、地域資源や関係者の連携状況、福祉事務所の体制、
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健康課題の共有状況などを踏まえ、まずは、取り組みやすい範囲や資源の整った部

分から着手し、そこから取組の範囲を広げるという発想も必要であると考えている。

したがって、（１）事業の概要に示した①～④の内容を順番に網羅する計画でなく

とも（例えば、現状の調査・分析の実施は 2020 年度以降に本格的に試行することと

し、2019 年度はまずは保健部局との連携体制構築と健診受診勧奨を試行する等）、

趣旨・目的が合致する場合は、事務費を含めて必要な費用を補助率 10/10 の「試行

事業・準備事業」として広く認める予定であるので、各自治体においては積極的な

国庫補助協議をお願いしたい【参考資料（第３⑳）】。 

  特に、各都道府県においては、郡部の福祉事務所で最低限１箇所、かつ、都道府県

下の市部において最低限１箇所では、何らかの形態で実施していただき、可能な限

りノウハウを蓄積するよう努められたい。 

また、必須事業として施行された後は、被保護者健康管理支援事業は負担金に整

理されるため、負担率については 3/4 となるので、念のため申し添える。 

 

   ※ 以下の内容については、参考資料（第３⑲）にも一覧表としているので、参照

されたい。 

  【レセプト管理システム等の改修】【参考資料（第３⑲・㉒・㉔）】 

   ○内容 

   ・試行用手引きに例示する医療扶助レセプトを利用した調査・分析（試行用手

引き 5 ページ）、対象者の抽出（同 8 ページ）、個別支援（同 14 ページ）、

目標・評価指標（同 12-13 ページ）を用いた評価等を簡便に実施するため、

レセプト管理システムの改修を実施する。 

   ○予算について 

   ・各自治体に予算補助（補助率 10/10）を行うため、必要な経費を平成 30 年度

2 次補正予算に計上し、成立したところ。当該予算措置は恒久的なものではな

いため、被保護者健康管理支援事業の実施に当たり改修が必要な自治体は必

ず実施すること。なお、現行のレセプト管理システムから抽出した医療扶助

レセプトの情報を下に記載する「健康管理支援事業の円滑な実施に向けたデ

ータの収集等」を利用し、委託事業者を活用するなどして分析や個別支援に

用いる予定である場合には、必ずしもレセプト管理システムの改修を要しな
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い場合も考えられるため、自治体の実情に併せて検討すること。 

  【データの収集・分析】【参考資料（第３⑲・㉓・㉔）】 

   ○内容 

   ・被保護者健康管理支援事業を行うに当たっては、レセプトのみならず、健康

増進法に基づく健康診査のデータのほか、ケースワークや面談・アンケート

等で収集したデータ等も活用することが想定される。これらデータの収集、

電子化、分析を行うとともに、レセプト管理システムから取得した医療扶助

レセプトデータとこれらデータを突合し、分析を実施する。また、必要に応

じ、レセプト管理システムのみでは実施が困難なレセプトの分析を実施する。

なお、特に自立支援医療の精神通院医療の実施主体である指定都市において

は、自立支援医療レセプトデータの収集、医療扶助レセプトデータとの突合

による分析も併せて検討されたい。 

   ○予算について 

   ・平成 31 年度当初予算（案）において、「健康管理支援事業の円滑な実施に向

けたデータの収集等」として、全ての福祉事務所設置自治体に対して予算補

助（補助率 10/10）を行うために十分な予算を計上したところであるため、各

自治体においては積極的に実施すること。 

【非常勤保健師等や同行支援員の雇用による事業計画の策定や支援の実施】 

【参考資料（第３⑲・㉕）】 

   ○内容 

   ・被保護者健康管理支援事業の実施に当たっては、被保護者の健康状態に関す

る現状や課題を的確に把握することが重要であり、健康問題等について専門

知識を持った者が事業の企画段階から関わるような体制を整えることが望ま

しい。このため、福祉事務所や都道府県・指定都市本庁において非常勤保健師

等を雇用し、事業の企画及び対象者の階層化等を実施する。また、治療中断者

や頻回受診者等に対する介入支援まで実施する場合は、福祉事務所が同行支

援員を雇用し、被保護者が医療機関等を受診する際に同行して指導・支援を

行う。 

   ○予算について 

   ・平成 31 年度当初予算（案）において、「健康管理支援事業の円滑な実施に向
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けた自治体における準備事業」として、全国の福祉事務所の凡そ 3/4 が実施

できるよう、自治体に対して予算補助（補助率 10/10）を行うために十分な予

算を計上したところであるため、各自治体においては積極的に実施すること。 

・都道府県・指定都市本庁においては、巡回等を実施するための、指導的立場

の非常勤保健師等を雇用することも可能である。本庁におけるリーダーシッ

プを発揮することが肝要であると考えられることから、特に積極的に設置す

るようお願いしたい。 

 

（３）既存の予算事業との一部統合について【参考資料第３㉑）】 

  既存の予算事業のうち、下記のとおり事業を実施する場合は、「試行事業・準備事

業」に統合され、補助率 10/10 での予算補助が可能であるので、各自治体において

は、既実施事業の内容が下記に該当するかについても検討の上、積極的に実施する

こと。 

 

   ○レセプトを活用した医療扶助適正化事業 

   ・（２）に記載した「データの収集・分析」業務を行う場合は、当該費用につい

て「試行事業・準備事業」に統合。 

   ・生活習慣病患者の重症化予防に係る対象者抽出に活用している場合は、当該

費用について「試行事業・準備事業」に統合（頻回受診者の対象者抽出のみに

利用する場合は対象外）。 

   ○生活習慣病の医療機関未受診者の支援と頻回受診者の適正受診指導の強化 

   ・「試行事業・準備事業」に統合。 

   ○適正受診指導の強化 

   ・非常勤職員を雇用する等の方法により、頻回受診の適正化に重点的に取り組

む場合は、当該費用について「試行事業・準備事業」に統合。 

   ○生活習慣病の重症化予防等の健康管理支援 

   ・「試行事業・準備事業」に統合。 

 

なお、下記の事業については、平成 30 年度と取扱いが変わらないため、留意され

たい。 
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○頻回受診指導を行う医師の委嘱促進 

 ・引き続き補助率 3/4 として実施。 

○子どもとその養育者への生活・健康支援モデル事業 

 ・引き続き、補助率 10/10 のモデル事業として実施。 

 

（４）今後の展開について                                 

これらの事業の実施に必要な経費を本年６月に開催される地方議会で審議予定の

補正予算に盛り込むことを検討される自治体もあると思料されるが、この場合であ

っても、平成 31 年度国庫補助協議においては当初協議額に計上していただいて差し

支えない。 

国においては、平成 31 年度以降、準備事業実施自治体を対象とする勉強会（任意

参加）や、担当者会議等を開催することも検討している。また、同行受診に関する知

見や国により全国のデータの分析を行い各自治体に情報提供するための手法、福祉

事務所において自立支援医療のレセプトを確認するための手法等についても、現在

知見の収集及び検討しているところであり、詳細が決定し次第、追って周知する予

定である。 

 

２ 頻回受診の適正化について 

今年度、頻回受診の指導対象となる者の範囲を「同一傷病について、同一月内に同一

診療科目を15日以上受診しており、短期的・集中的な治療を行う者を除き、治療にあた

った医師や嘱託医が必要以上の受診と認めた者」とする通知の改正を行ったが、当該状

況に係る把握月の考え方等について疑義照会が寄せられていたため、それを踏まえて取

扱いを整理するQ＆Aを発出したところであるので、各地方自治体においては御参照願い

たい。 

頻回受診に係る適正受診指導については、従来から実施していたものであるが、更な

る対策として、平成30年度においては、一定回数以上の頻回受診者については、医療機

関受診の際に福祉事務所の職員が付き添うなどの指導強化を行うモデル事業を実施し

ていたところである。当該事業は、前述の通り、健康管理支援事業に係る「試行事業・

準備事業」として引き続き実施することが可能であるので、御承知おき願いたい。また、

かかりつけの医師と協議の上、患者指導を行う医師の人件費を助成する事業の予算も、
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都市部を念頭として引き続き計上しているため、御承知おき願いたい。 

なお、頻回受診者に対する適正受診対策としては、更なる取組の必要性、最低生活保

障との両立の観点なども踏まえつつ、窓口負担等について、いわゆる償還払いの試行も

含めた方策のあり方を検討している。 

  

３ 薬局と連携した薬学的管理・指導の強化等について 

被保護者が処方せんを持参する薬局をできる限り一カ所にし、本人の状況に応じて、

薬局において薬学的管理・指導を実施するとともに、薬剤師が重複処方等について医師

に情報提供を行う予算事業を平成29年度から実施しているが、平成31年度においても、

指定医療機関・薬局の所在、交通機関等の地域ごとの事情にも配慮しつつ、引き続き実

施したいと考えているので御承知おき願いたい。 

また、被保護者が、医療機関の受診及び調剤薬局の利用の際に、特定されたお薬手帳

を持参することで、併用禁忌薬の処方防止や重複処方の確認を行うモデル事業を、「お

薬手帳を活用した重複処方の適正化」として平成31年度当初予算（案）に補助率10/10で

計上している。本事業については、将来的な全国展開も視野に入れて推進したいと考え

ており、実施可能な自治体においては積極的に実施するよう努められたい。 

 

４ 後発医薬品の使用原則化について  

医療扶助における後発医薬品の使用割合の目標として、2018年度以降の毎年度におい

て80％を掲げている。 

生活保護制度では、着実にその使用割合は増加しているところであり、平成29年６月

時点で、医療全体よりも使用割合が高くなっている。しかしながら、さらに取組を進め

るためには、運用ではなく制度的対応として、後発医薬品の原則化が必要との要望が出

されていた。 

こうした状況を踏まえ、先般、生活保護法第34条第３項を改正し、生活保護制度にお

いては、医師又は歯科医師（以下「医師等」という）が医学的知見に基づき使用を認め

ている場合に限り、後発医薬品の使用を原則化することとしたものであり、平成30年10

月１日から施行されている。 

施行以降、各自治体においては、適正な運用に協力いただいているところであり、感

謝申し上げる。運用の中で、医薬品の承認に係るルールが整備される以前に製造された
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医薬品のうち、価格差のある後発医薬品が存在するいわゆる「準先発品」の取扱いにつ

いて、多くの疑義を頂いたところである。こうした医薬品については、後発医薬品の使

用促進を目的とする一般名処方加算の対象とされているところであり、こうした医療保

険制度との整合性の観点から、先発医薬品に準じた取扱いとし、できる限りこれに対応

する後発医薬品が給付されるようお願いしたく、平成31年３月31日付けにて、「生活保

護法による医療扶助運営要領に関する疑義について」（昭和48年５月１日社保発第87号

厚生省社会局保護課長通知）を改正する予定である。 

また、生活保護制度における本取扱いに係る相談が、後発医薬品に関する一般的な相

談対応を所管する関連団体に寄せられているとの情報がある。こうした現象を防止する

観点から、事務連絡でお示ししている「被保護者向けリーフレット」の様式例について

も改正する予定である（生活保護関係全国係長会議にて別刷り配布）。各実施機関にお

いては、保護開始時に制度説明を行う場面、被保護者に改めて制度説明を行う場面等で

活用いただきたい。指定医療機関又は指定薬局における説明を受けても、なお先発医薬

品の使用を希望する患者に対しては、福祉事務所において制度について説明し、理解を

求めるよう徹底されたい。 

なお、「生活保護の医療扶助における後発医薬品の使用促進について」（平成30年９

月28日社援保発0928第６号厚生労働省社会・援護局保護課長通知）に記載しているとお

り、後発医薬品の使用割合が一定以下である都道府県、市及び福祉事務所を設置する町

村においては、引き続き後発医薬品使用促進計画を策定する必要があるので、留意され

たい。 

 

５ 施術に係る医療扶助の適正な給付について  

柔道整復の施術の給付に係る医師の同意の取扱いについては、これまでも「生活保護

法による医療扶助における施術の給付について」（平成 13 年 12 月 13 日社援保発第 58

号厚生労働省社会・援護局保護課長通知）等により周知徹底してきたところであるが、

一部の福祉事務所において、施術を希望する者に対して、一律に、医療機関へ受診した

上でなければ施術を受けられない旨指導を行っている例があるとの指摘がある。 

また、施術を希望する者に対して、一律に医療機関を受診するよう指導することや、

整形外科以外の診療科の医師同意を有効とみなさないことは、医療扶助の運営において

適切な取扱いではない。 
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このため、改めて上記について周知徹底をお願いするとともに、医師の同意について

は、ケースワーカー等に対して、あらためて下記医療扶助運営要領の取扱いの周知徹底

をお願いする。   

（医療扶助運営要領第３－７） 

・柔道整復師が打撲又は捻挫の患部に手当をする場合は医師の同意は不要 

・柔道整復師が脱臼又は骨折の患部に応急手当をする場合は医師の同意は不要 

（「生活保護法による医療扶助運営要領に関する疑義について」問２０の２） 

 問 柔道整復については、打撲又は捻挫の患部に手当する場合や脱臼又は骨折の患

部に応急手当をする場合は医師の同意は不要とされているが、医師の同意の必要

性を判断するため、被保護者に事前に指定医療機関を受診させることとしてよい

か。 

答 被保護者から柔道整復による施術の給付申請があった場合には、福祉事務所

は、施術の給付要否意見書に必要事項を記載の上、指定施術機関において給付要

否意見書の所要事項の記入を受けさせ、必要に応じて、医師の同意を求めるべき

である。設問の場合、指定施術機関での施術を希望する被保護者に対して、合理

的理由なく、事前に指定医療機関を受診するよう求めることは適当ではない。 

 

また、平成 22 年度に会計検査院より、保険給付における柔道整復の療養費が十分な点

検及び審査が行われていない事態があり、改善を図るべきとの指摘を受け、生活保護に

おいても「柔道整復師の施術に係る医療扶助の適正な支給について」（平成 23 年 3 月

31 日社援保発 0331 第 7 号厚生労働省社会・援護局保護課長通知）により、一層適正な

処理を行うよう通知しているところである。厚生労働省保険局より発出されている「柔

道整復師の施術に係る療養費に関する審査委員会の設置及び指導監査について」（平成

29 年９月４月保医発 0904 第２号厚生労働省保険局医療課長通知）において、柔道整復

療養費審査委員会に重点的審査事項として、同一施術所における同一患者の負傷と治癒

等を繰り返す施術、いわゆる「部位転がし」に関することが追加されるなどしているが、

こうした施術が実施されている被保護者に関する病状調査についても当該社会・援護局

保護課長通知でお願いしているところであるので、上記の事項と併せて当該社会・援護

局保護課長通知についてもあらためて周知徹底を図るようお願いする。 
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６ 通院移送費の適正な給付の徹底について 

  通院移送費については、療養に必要な最小限度の日数に限り、傷病等の状態に応じて

経済的かつ合理的な経路及び交通手段により、最小限度の実費を給付することとしてい

る。 

  各地方自治体におかれては、本取扱いについて再度確認の上、保護開始時等に適切に

周知を行う等、対応について遺漏なきようお願いする。 

 

第４ 地方自治体の体制整備等について 

  

生活保護担当のケースワーカーの人件費については、従前より地方交付税により措置さ

れているところであるが、平成 31 年度当初予算（案）においては、直近の保護動向を踏ま

え、平成 30 年度と同じ配置数となる予定である。 

 地方自治体の福祉担当部局においては、地域の実情に応じて、ケースワーカーや査察指

導員の必要な配置がなされるよう、関係部局との調整を図られたい。 

 

（参考） 

  ○ 地方交付税算定上の標準団体におけるケースワーカー数等（平成 31 年度） 

    ・ ケースワーカー  

道府県 24 人（対前年度±０人）  

市町村 16 人（対前年度±０人） 

  ・ 査察指導員    

道府県 ４人（対前年度±０人）   

市町村 ３人（対前年度±０人） 

    ※ 標準団体規模（道府県：人口 20 万人、市町村：人口 10 万人） 
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第５ 平成 31 年度生活保護基準について 

 

１ 平成 31 年度の生活扶助基準（第 1 類・第 2 類）について 

   生活扶助基準については、一般低所得世帯の消費実態との均衡が適切に図られてい

るか定期的に見極めるため、全国消費実態調査等を基に５年に１度検証を行うととも

に、毎年度、国民の消費動向などの社会経済情勢を総合的に勘案して改定を行ってい

る。 

 平成 31 年度の生活扶助基準の改定については、 

① 平成 30 年 10 月から 3 回にわけて段階的に行う見直し（年齢、世帯人員、居住

地域別にみたそれぞれの消費実態と基準額のばらつきを是正）の施行 2 年目分を

実施するとともに、 

② 2019 年 10 月に実施される消費税率の引上げの影響を含む国民の消費動向など

の社会経済情勢を総合的に勘案し、軽減税率が適用されることも踏まえて 

 ＋1.4％の改定 

  を 2019 年 10 月から行うこととしている。 

 

２ その他の扶助・加算について 

   その他の扶助・加算については、 

   ① 児童養育加算及び母子加算における平成 30 年 10 月から 3 回にわけて段階的に

行う見直しの施行 2 年目分を実施するとともに、 

   ② 消費税率の引上げの影響を含む国民の消費動向などの社会経済情勢を総合的に

勘案し、＋1.9％の改定（住宅扶助の基準額（家賃等）などの消費税非課税に相当

する扶助は除く） 

を 2019 年 10 月から行うこととしている。 

また、生業扶助（就職支度費）、葬祭扶助等については、扶助等の性格を踏まえ、

費用の実態等を勘案し、所要の改定を実施することとしている。 

ただし、他制度と連動して改定を行う加算等（重度障害者加算や医療特別手当に係

る収入認定除外等）については、従前のとおり他制度と連動した改定を行うこととし

ているので、御了知願いたい。 
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（参考）２０１９年度予算（案）における基準額（月額）の具体的事例（２０１９年１０月施行）

１．３人世帯【33歳、29歳、４歳】

159,980 154,600 149,040 147,690 141,480 137,600

69,800 44,000 56,000 46,000 42,000 42,000

　合　計 229,780 198,600 205,040 193,690 183,480 179,600

23,600 23,600 23,600 23,600 23,600 23,600

注１　生活扶助の額には、冬季加算（Ⅵ区の月額×5/12）、児童養育加算を含む。

注３　就労収入が１０万円の場合の例。

２．高齢者単身世帯【68歳】

79,330 75,980 71,830 71,270 68,280 66,370

　住　宅　扶　助                      (注２） 53,700 34,000 43,000 35,000 32,000 32,000

　合　計 133,030 109,980 114,830 106,270 100,280 98,370

注１　生活扶助の額には、冬季加算（Ⅵ区の月額×5/12）を含む。

３．高齢者夫婦世帯【68歳、65歳】

121,790 117,380 112,760 111,920 107,040 103,980

　住　宅　扶　助                      (注２） 64,000 41,000 52,000 42,000 38,000 38,000

　合　計 185,790 158,380 164,760 153,920 145,040 141,980

注１　生活扶助の額には、冬季加算（Ⅵ区の月額×5/12）を含む。

４．母子２人世帯【30歳、４歳、２歳】

　生　活　扶　助　　　  　　　 　　　（注１） 191,350 186,150 178,730 177,750 170,150 166,440

　住　宅　扶　助　　　　　　　　　　　(注２） 69,800 44,000 56,000 46,000 42,000 42,000

　合　計 261,150 230,150 234,730 223,750 212,150 208,440

23,600 23,600 23,600 23,600 23,600 23,600

注１　生活扶助の額には、冬季加算（Ⅵ区の月額×5/12）、児童養育加算、母子加算を含む。

注３　就労収入が１０万円の場合の例。

※現時点の案であり、今後変更があり得ることに留意が必要。

注２　住宅扶助の額は、１級地－１：東京都区部、１級地－２：福山市、２級地－１：熊谷市、２級地－２：荒尾市、

   　 ３級地－１：柳川市、３級地－２：さぬき市とした場合の2019年度における上限額の例である。

(月額：単位：円）

　生　活　扶　助　　　　　　　　　　 （注１）

　医療扶助、介護扶助等 上記額に加えて、医療、介護等の実費相当が必要に応じ給付される。

注２　住宅扶助の額は、１級地－１：東京都区部、１級地－２：福山市、２級地－１：熊谷市、２級地－２：荒尾市、

１級地－１ １級地－２ ２級地－１ ２級地－２ ３級地－１ ３級地－２

   　 ３級地－１：柳川市、３級地－２：さぬき市とした場合の2019年度における上限額の例である。

(月額：単位：円）

１級地－１

　生　活　扶　助                      (注１）

　住　宅　扶　助　　　　　　　　　　　(注２）

　就労収入が手元に残る額（勤労控除）　(注３）

(月額：単位：円）

１級地－１ １級地－２ ２級地－１ ２級地－２ ３級地－１ ３級地－２

　医療扶助、出産扶助等 上記額に加えて、医療、出産等の実費相当が必要に応じ給付される。

注２　住宅扶助の額は、１級地－１：東京都区部、１級地－２：福山市、２級地－１：熊谷市、２級地－２：荒尾市、

   　 ３級地－１：柳川市、３級地－２：さぬき市とした場合の2019年度における上限額の例である。

注４　学齢期の子がいる場合には、教育扶助として学用品費、教材代等が別途給付される。

１級地－２ ２級地－１ ２級地－２ ３級地－１ ３級地－２

　生　活　扶　助　　　　　　　　　　 （注１）

上記額に加えて、医療等の実費相当が必要に応じ給付される。

   　 ３級地－１：柳川市、３級地－２：さぬき市とした場合の2019年度における上限額の例である。

注４　学齢期の子がいる場合には、教育扶助として学用品費、教材代等が別途給付される。

　就労収入が手元に残る額（勤労控除）　(注３）

　医療扶助等

注２　住宅扶助の額は、１級地－１：東京都区部、１級地－２：福山市、２級地－１：熊谷市、２級地－２：荒尾市、

(月額：単位：円）

１級地－１ １級地－２ ２級地－１ ２級地－２ ３級地－１ ３級地－２

　医療扶助、介護扶助等 上記額に加えて、医療、介護等の実費相当が必要に応じ給付される。
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３ 生活保護基準の見直しに伴う他制度への影響 

  生活保護基準の見直しに伴う他制度への影響については、昨年１月 19 日の閣僚懇談

会において、政府の対応方針として、 

① 国の制度については、生活保護と同様の給付を行っているような制度を除き、生

活保護基準額が減額となる場合に、それぞれの制度の趣旨や目的、実態を十分考慮

しながら、できる限りその影響が及ばないよう対応することを基本的な考え方とす

ること 

② このほか、個人住民税の非課税限度額等については、平成 30 年度の影響はなく、

平成 31 年度以降の税制改正の議論を踏まえて対応を検討すること 

③ さらに、地方自治体で独自に実施している事業については、地方自治体に対して

国の取組を説明の上、その趣旨を理解した上で各自治体において判断していただく

よう依頼すること 

について確認したところである。 

 この対応方針を踏まえ、「生活保護基準の見直しに伴い他制度に生じる影響につい

て」(平成 30 年６月 19 日厚生労働省発社援 0619 第３号厚生労働事務次官通知)を発

出して、今回の生活保護基準の見直しに伴う、他制度への影響については、国の取組

を説明の上、その趣旨を理解した上で各地方自治体において判断いただくよう依頼を

行ったところである。 

各自治体におかれても、この政府の対応方針の趣旨を御理解いただいた上で、適切に

御判断・御対応いただくよう、引き続きよろしくお願いしたい。また、従前より、保護

の停廃止の際の要否判定においては、実施要領の定めるところに従い、当該時点におい

て現に生じている需要及び以後特別な事由が生じない限り保護を必要としない生活が維

持できるか否かを判断することとしており、廃止後に生じうる各種税・保険料、医療費

の一部負担なども考慮した上で判定することとしている。 

「生活保護基準の見直しに伴う他制度における経過措置等の円滑な実施に係る留意事

項について」(平成 30 年９月４日社援保発 0904 第２号厚生労働省社会・援護局保護課

長通知)において、国民健康保険や後期高齢者医療制度に限らず、介護保険、自立支援

医療等を含め、保険料・自己負担金等（軽減後）を負担してもなお、今後の生活を維持

できるか十分配慮した上で、生活保護の停廃止を行うことを通知しているため、改めて

御留意願いたい。 
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なお、同通知において 10 月から翌年４月までの間において、冬季加算が計上される

ことを踏まえ、当該期間外に保護適用外となる可能性があることを示しているため、

「生活保護廃止(停止)証明書」の交付については、当該期間外となる 5 月以降や本年

10 月の基準見直し以降においても交付する可能性があることを御留意願いたい。 
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第６ 生活保護関係予算について 

 

１ 生活保護費等負担金について 

（１）平成 31 年度当初予算（案）について 

   保護費負担金については、各扶助の給付実績を基に直近の被保護人員の伸び率等を

勘案して必要額を算出した上で、生活保護基準の見直し、消費税率引上げの影響、年

金生活者支援給付金の支給などの政策増減を勘案し、２兆 8,508 億円を計上している。 

平成 30 年度当初予算 平成 30 年度補正後予算 平成 31 年度当初予算（案） 

２兆 8,637 億円 ２兆 8,111 億円 ２兆 8,508 億円 

 

（２）平成 31 年度予算の適正な執行について 

   生活保護費等負担金は、予算の効率的な執行の観点から、直近実績に基づき算出さ

れた各地方自治体の所要見込額に基づき交付しているところである。 

   例年は年４回所要見込額を把握しているところであるが、７月に行っている１回目

については、当初交付申請額からの変動が少ないため、各自治体の作業負担等を考慮

し平成 31 年度は実施しない予定である。 

そのため、平成 31 年度は年３回の実施になり、具体的な提出期限は追ってお知らせ

するが、これまでと同様に管内の保護動向等を注視し適切に所要額を算出していただ

くようお願いする。 

 

（３）生活保護費等負担金に係る適正な精算について 

   生活保護費等負担金の精算については、会計検査院の平成 26 年度決算検査報告に

おいて、返還金等債権に係る負担金の算定が適正に行われるよう処置要求されたとこ

ろであり、これを受けて「生活保護費国庫負担金の精算に係る適正な返還金等の債権

管理について」（平成 22 年 10 月６日社援保発 1006 第 1 号厚生労働省社会・援護局保

護課長通知）を平成 27 年 12 月８日付けで改正し、返還金等の調定額の計上、調定後

の債権管理等を適正に実施するよう周知徹底をお願いしているところである。 

   各地方自治体におかれては、本通知の趣旨を踏まえ、返還金等の債権管理及び負担

金の精算が適切に行われるよう引き続き徹底されたい。 

   また、生活保護費等負担金の精算は事業実績報告書により行っており、提出期限を
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翌年度の６月末日としているが、多くの自治体で提出が遅れているところである。実

績報告書の確認作業は国、自治体双方で時間を要するため、精算事務に支障を来さな

いためにも提出期限を遵守していただくようお願いする。 

 

２ 生活保護関係事業について 

（１）平成 31 年度当初予算（案）について 

   生活保護関係事業については、平成 31 年度当初予算（案）において、被保護者就労

支援事業や被保護者就労準備支援等事業、生活保護適正化等事業に必要な額を計上す

るとともに、新規・拡充分を計上したところである。 

  ○ 被保護者就労支援事業    生活困窮者自立相談支援事業費等負担金の内数  

  ○ 被保護者就労準備支援等事業 生活困窮者就労準備支援事業費等補助金の内数 

  ○ 生活保護適正化等事業    生活困窮者就労準備支援事業費等補助金の内数 

・【新規】健康管理支援事業の円滑な実施に向けた準備事業    28.4 億円 

 ・【新規】健康管理支援事業の円滑な実施に向けたデータの収集等  9.1 億円      

 ・【新規】お薬手帳を活用した重複処方の適正化          0.3 億円 

また、生活保護適正化等事業については、平成 30 年度第２次補正予算において、進

学準備給付金創設に伴うマイナンバー情報連携のための生活保護業務関係システム

の改修や被保護者健康管理支援事業の円滑な実施に向けたレセプト管理システムの

改修費用として 11.5 億円を計上し、生活保護制度の効率的かつ適正な実施を推進す

ることとしている。 

 

（２）平成 31 年度の執行等について 

   生活保護関係事業の国庫補助協議に当たっては、個々の事業の必要性や効果等につ

いて十分に精査いただくとともに、生活保護関係事業と生活困窮者自立支援施策が連

携することにより、事業の効果的、効率的な実施となるよう努めていただきたい。   

また、以下のように一部の事業メニューについては、実施内容によって対象となる

予算や補助率が異なっているため、協議漏れ等を防止する観点から、平成 30 年度第２

次補正予算の事業と平成 31 年度当初予算（案）の事業については、同時期に国庫補助

協議を行う予定である。具体的には国庫補助協議の交付方針において別途お示しする

ので、御承知おきいただきたい。 
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①業務効率化事業（生活保護業務関係システムの改修経費） 

 ア．平成 30 年度第２次補正予算 

 ・進学準備給付金創設に伴うマイナンバー情報連携のための改修（補助率 2/3） 

 ・生命保険会社に対する照会様式を出力するための改修（補助率 1/2） 

 ・被保護者調査における調査項目追加に伴う改修（補助率 1/2） 

 イ．平成 31 年度当初予算（案） 

 ・既存事業分（生活保護法第７７条の２の徴収金に対応するための改修等、補助

率 1/2） 

 

②医療扶助適正化事業 

 ア．平成 30 年度第２次補正予算 

 ・健康管理支援事業の円滑な実施に向けたレセプト管理システムの改修（補助率

10／10） 

 イ．平成 31 年度当初予算（案） 

 ・健康管理支援事業の円滑な実施に向けたデータの収集等（補助率 10/10） 

 ・健康管理支援事業の円滑な実施に向けた準備事業（補助率 10/10） 

 ・お薬手帳を活用した重複処方の適正化（補助率 10/10） 

 ・既存事業分（補助率 3/4、子どもとその養育者への生活・健康支援モデル事業

のみ補助率 10/10） 
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３ 保護施設の運営等について 

（１）保護施設関係予算について 

   保護施設の運営費については、平成 30 年の人事院勧告を踏まえて保護施設事務費

の支弁基準の改定を行い、平成 30 年４月から適用することとしたところである。 

   平成 31 年度当初予算（案）においては、保護施設が取り組む各種事業の実施か所数

の増等に必要な額を計上するとともに、保護施設事務費の支弁基準について所要の改

正を行うこととしている。 

平成 30 年度当初予算 平成 30 年度補正後予算 平成 31 年度当初予算（案） 

299 億円 301 億円 297 億円 

    

また、保護施設の整備については、社会福祉施設等施設整備費補助金（障害者関係

施設及び保護施設分）において、平成 31 年度当初予算（案）として 195 億円を計上す

るとともに、平成 30 年度第２次補正予算において 50 億円を計上し、計画的に整備を

推進することとしている。 

昨年は、平成 30 年７月豪雨や台風 21 号、北海道胆振東部地震など、多くの自然災

害が発生し、社会福祉施設等においては、災害そのものによる直接的な被害に加え、

インフラの毀損による二次被害も生じたところである。 

このことを踏まえ、政府においては、国民の生活・経済に欠かせない重要インフラ

がその機能を喪失し、国民の生活や経済活動に大きな影響を及ぼすことのないよう、

昨年、重要インフラ等の機能維持の観点から「防災・減災、国土強靱化のための３か

年緊急対策」（平成 30 年 12 月 14 日閣議決定）を取りまとめている。（官邸ホームペ

ージ：https://www.kantei.go.jp/jp/singi/jyuyouinfura/index.html 参照） 

この緊急対策において、社会福祉施設等については、建物・ブロック塀の倒壊や電

力のブラックアウト等の発生リスクを踏まえ、緊急的に耐震化整備・ブロック塀等の

改修整備及び非常用自家発電設備の整備を行うこととしている。 

社会福祉施設等施設整備費補助金の国庫補助協議においても、緊急対策を優先的に

検討しつつ、あわせて通常整備を行っていくこととしているので、老朽化による改築

等の耐震化整備や、ブロック塀等改修、非常用自家発電設備整備について、この機会

に積極的に協議を行っていただくようお願いする。 
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（２）社会福祉施設等の水害・土砂災害対策等の徹底について 

（土砂災害防止法及び水防法に基づく避難確保計画） 

社会福祉施設等の土砂災害対策については、「土砂災害のおそれのある箇所に立地

する「主として防災上の配慮を要する者が利用する施設」に係る土砂災害対策におけ

る連携の強化について」（平成27年８月20日付け27文施施企第19号・科発0820第１号

・国水砂第44号、文部科学省・厚生労働省・国土交通省連名通知。以下「土砂災害対

策連携通知」という。）により、民生部局と砂防部局との連携による土砂災害対策の

推進をお願いしてきたところである。 

こうした中、平成28年の台風10号に伴う水害など、近年の水害・土砂災害の発生等

を踏まえ、平成29年５月に水防法及び土砂災害防止法が改正され、洪水等の浸水想定

区域内又は土砂災害警戒区域内にあり、市町村地域防災計画に定められた要配慮者利

用施設の所有者又は管理者に対し、避難確保計画の作成及び避難訓練の実施が義務付

けられたところである。 

各都道府県等におかれては、同法の施行も踏まえ、土木（砂防・河川）部局・危機

管理部局や管内市町村との連携体制を一層強化し、水害・土砂災害のおそれがある地

域に立地する社会福祉施設等の避難確保計画作成状況及び訓練実施状況を的確に把握

するとともに、「要配慮者利用施設管理者のための土砂災害に関する避難確保計画作

成の手引き」や「要配慮者利用施設（医療施設等を除く）に係る避難確保計画作成の

手引き（洪水・内水・高潮編）」、「水害・土砂災害に係る要配慮者利用施設におけ

る避難計画点検マニュアル」を参考に、あらゆる機会を通じて指導・助言等を行って

いただくようお願いする。 

また、平成29年５月には、総務省行政評価局より、土砂災害対策の推進を図る観点

から「土砂災害対策に関する行政評価・監視の結果に基づく勧告」がなされたところ

である。 

同勧告においては、土砂災害警戒区域等における社会福祉施設等の新設計画につい

て、砂防部局への情報提供を行うとともに、土砂災害警戒区域に係る情報を新設計画

者に提供するなどの対応を求められている。 

これを受け、厚生労働省においては、「土砂災害のおそれのある箇所に立地する

「主として防災上の配慮を要する者が利用する施設」に係る土砂災害対策における連

携の強化について」（平成29年11月24日付け子子発1124第1号・社援保発1124第1号・
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障企発1124第1号・老推発1124第1号・老高発1124第1号・老振発1124第1号・老老発

1124第1号、厚生労働省子ども家庭局子育て支援課長等連名通知）を通知しているとこ

ろであるので、各都道府県等におかれては、同通知を踏まえ、土砂災害対策連携通知

の内容の再確認、関係部局の情報共有、管内市区町村への周知等についても、併せて

適切な対応をお願いする。 

 

（保護施設における非常災害対策計画） 

救護施設、更生施設、授産施設（社会事業授産施設を含む）及び宿所提供施設にお

ける非常災害対策計画の策定状況及び避難訓練の実施状況については、平成28年台風

10号に伴う水害により、高齢者施設において多数の利用者が亡くなったことを受け

て、現状を点検し、必要に応じ指導・助言を行うとともに、点検結果の当省への報告

をお願いした。 

当該結果については、「救護施設等における非常災害対策計画の策定及び避難訓練

の実施に関する調査結果及び指導・助言の徹底について」（平成30年12月28日社援保

発1228第１号厚生労働省社会・援護局保護課長通知）により通知したところである

が、非常災害対策計画（以下「計画」という。）の策定率が70.3％となっており、水

害・土砂災害を含む地域の実情に応じた計画を策定していない施設が散見されたとこ

ろである。 

都道府県等におかれては、改めて管内市町村及び救護施設等に対し、適切な計画の

策定や避難訓練の実施について周知・徹底いただくとともに、必要に応じて土木（砂

防・河川）部局等と連携した上で、施設が属する地域・地形で起こりうる災害に対応

できる計画の策定等が速やかに行われるよう、指導監査等のあらゆる機会を通じて重

点的な指導・助言をお願いする。 

また、調査要領等を見直し（※）た上で、平成31年３月31日時点の状況を国土交通

省と協力して改めて確認する予定としておりますので、予め御承知おき願いたい。 

（※）計画は、火災や地震のみではなく、施設が属する地域・地形によって起こりうる水害

や土砂災害等も含む災害に対し、網羅的に対応できるものであることとしていますが、

例えば、土砂災害のおそれがない箇所に立地している施設にまで土砂災害を含む計画の

策定を求めているものではないことを明確化すること等を想定しています。 

なお、水防法及び土砂災害防止法に基づく「避難確保計画」は「非常災害対策計

画」に必要事項を追記する形で作成することが可能であり、市町村への報告を求めら
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れる。 

これについては、「要配慮者利用施設の管理者等に対する避難確保計画の作成及び

訓練実施の徹底について（依頼）」（平成29年８月23日付け子子発0823第1号・社援保

発0823第1号・障企発0823第1号・老推発0823第1号・老高発0823第3号・老振発0823第1

号・老老発0823第1号、厚生労働省子ども家庭局子育て支援課長等連名通知）により周

知されているところであるが、念のため申し添える。 

 

（３）防火安全対策の徹底について 

平成 30 年１月 31 日夜、北海道札幌市の高齢者等が多く入所する施設において火災

が発生し、11 名の入所者が死亡するという痛ましい事故が発生したことを踏まえ、「避

難等に当たって配慮を要する者が入所する社会福祉施設等における防火安全体制等

の周知徹底について」（平成 30 年２月２日社援総発 0202 第１号厚生労働省社会・援

護局総務課長ほか課長連名通知）を発出し、社会福祉施設等における防火体制の確保

及び万一火災が発生した場合の消火・避難・通報体制の確保等、防火安全対策につい

て、関係法令及び通知等に基づき万全を期すよう、施設管理者に対し改めて周知徹底

をお願いしたところであり、保護施設において防火安全対策の更なる徹底が図られる

ようお願いする。 

 

（４）インフラ老朽化対策の推進について 

平成 25 年 11 月に策定された「インフラ長寿命化基本計画」（インフラ老朽化対策の

推進に関する関係省庁連絡会議決定。以下「基本計画」という。）において、今後、老

朽化が進行した公共施設等が一斉に更新時期を迎えることが見込まれる中で、中長期的

な維持管理・更新等に係るトータルコストの縮減や予算の平準化を図る方向性が打ち出

され、これを受け、厚生労働省では、所管又は管理する施設の維持管理等を着実に推進

するための中期的な取組の方向性を明らかにするため、平成 27 年 3 月に「厚生労働省

インフラ長寿命化計画（行動計画）」を策定しているところである。 

また、各地方自治体においても、基本計画において、域内のインフラの維持管理・更

新等を着実に推進するための中期的な取組の方向性を明らかにする計画として、「イン

フラ長寿命化計画」（＝「公共施設等総合管理計画」）を平成 28 年度までに策定すると

ともに、公立の社会福祉施設等を含め個別施設毎のメンテナンスサイクルの実施計画と
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して、「対策の優先順位の考え方」、「個別施設の状態等」、「対策内容と時期」、「対

策費用」等を記載した「個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）」を 2020 年度まで

に策定することとなっている。 

「公共施設等総合管理計画」については、総務省の平成 30 年９月 30 日時点の調査に

よれば、都道府県及び政令指定都市では 100％、市区町村でも 99.7％の団体において策

定されているところである。 

一方、公立の社会福祉施設等の「個別施設計画」については、毎年、策定状況を報告

いただいているところであるが、公立の保護施設及び公立の社会事業授産施設において

は、平成 30 年３月末日時点の調査によれば、策定率は 32％と低調な状況にある。 

保護施設等の計画的かつ効率的な修繕等の実施によって、保護施設等の長寿命化を図

り、トータルコストの縮減につなげていくことは重要であり、都道府県等においては、

個別施設計画の策定について積極的な取組をお願いする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）福祉サービス第三者評価事業の推進について 

「福祉サービス第三者評価事業」は、福祉サービスを提供する事業所のサービスの質

を公正・中立な第三者評価機関が専門的かつ客観的な立場から評価し、事業者が施設運

営における問題点を把握した上、サービスの質の向上に結びつけるとともに、受審結果

を公表することにより、利用者のサービス選択に資することを目的としている。 

本事業については、平成 16 年より「福祉サービス第三者評価に関する指針について」

に定める福祉サービスの種別に関わらず共通する領域の評価項目（共通評価基準）及び

福祉サービスごとの評価基準（内容評価基準）に基づき実施されていたところ、「「福

《参照資料》 

・インフラ長寿命化基本計画（内閣官房ＨＰ内） 

http://www.cas.go.jp/jp/seisaku/infra_roukyuuka/index.html 

・厚生労働省インフラ長寿命化計画（行動計画）（厚生労働省ＨＰ内） 

https://www.mhlw.go.jp/topics/2015/04/tp0416-01.html 

・公共施設等総合管理計画及び個別施設計画関連資料の掲載先（総務省ＨＰ内） 

http://www.soumu.go.jp/iken/koushinhiyou.html 
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祉サービス第三者評価事業に関する指針について」の全部改正について」（平成 26 年 4

月 1 日雇児発 0401 第 12 号、社援発 0401 第 33 号、老発 0401 第 11 号厚生労働省雇用均

等・児童家庭局長、社会・援護局長、老健局長連名通知）により「指針」を全面改正し

ているところである。 

一方、救護施設における第三者評価事業については、これまで独自の評価基準ガイド

ラインを策定しておらず、障害者・児の評価基準ガイドラインを参考にするなどして実

施されていたところであるが、利用者の地域移行や地域定着支援、生活困窮者への取組

など、救護施設に求められている活動を適切に評価する観点から、平成 30 年９月に救護

施設におけるガイドラインを策定し、「救護施設における第三者評価の実施について」

（平成 30 年 9 月 20 日社援発 0920 第 1 号厚生労働省社会・援護局長通知）により通知

しているところである。 

各都道府県におかれては、御了知いただくとともに、本事業がよりサービスの質の向

上に資するよう、事業の推進に努めていただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-74-



第７ 生活保護関係調査等について 

 

１ 2019 年度生活保護関係調査の実施について 

  2019 年度に実施を予定している生活保護関係調査は、次の一覧表のとおりである。 

  被保護者調査については、月次調査は毎月のデータを、年次調査（基礎調査・個別調

査）は７月末日現在のデータを、それぞれ「生活保護業務データシステム」に登録して

いただきたい。既にお知らせしているとおり、被保護者調査においては、2019 年度調査

からの新たな調査項目として、 

  ① 介護扶助受給人員のうち施設介護の内訳として、介護医療院を追加 

【月次調査：第３表、年次調査（基礎調査）：第９表－１及び第９表－２】 

  ② 住宅扶助の支給方法として、代理納付の実施の有無を追加 

【年次調査（個別調査）：世帯の状況】 

することとしている。各自治体におかれては、これらの調査項目の追加等に対応すべく

「生活保護基幹事務システム（生活保護事務処理システム）」の改修を既に進めて頂い

ているものと承知しているが、本年４月から調査を開始する項目もあるため、本調査の

実施に支障を来さないよう準備方よろしくお願いしたい。 

  また、2020 年度からは、生活保護世帯の状況を的確に把握する観点から、調査項目の

追加（保護の廃止理由に係る選択肢の追加等）等を検討しており、これに対応するため、

2019 年度に厚生労働省において「生活保護業務データシステム」の改修を予定している

ところである。この調査項目の見直し内容及び見直しに伴うシステム改修の詳細（仕様）

については、追ってお示しする予定であるので、各自治体においては、「生活保護基幹

事務システム（生活保護事務処理システム）」の改修を進めていただきたい。 

  医療扶助実態調査については、電子データでの提出となっており、提出期限までにレ

セプト管理データから抽出したデータを提出していただくこととなるので、引き続き御

協力をお願いしたい。 

  社会保障生計調査については、例年どおり紙媒体の調査票（家計簿）での提出となっ

ており、2019 年度の調査対象自治体におかれては、調査票の審査やその取りまとめなど

調査関係業務についてお手数をお掛けするが、本調査の実施に御協力をお願いしたい。 
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2019 年度生活保護関係調査一覧 

 
（注）調査対象地方自治体は、北海道及び東京都を除き、原則として２年毎に交代することとしている。 

 

２ 2019 年家庭の生活実態及び生活意識に関する調査の実施について 

「家庭の生活実態及び生活意識に関する調査」については、一般世帯及び生活保護世

帯の生活実態等を調査し、今後の生活保護基準の検証や制度の見直しに係る基礎資料と

するものであり、次回の調査を 2019 年に実施することとしている（前回調査は 2016 年

（平成 28 年）に実施）。 

本調査の実施については、昨年９月に開催した「生活保護関係全国係長会議」や本年

１月 16 日付けの社会福祉統計主管課宛ての事務連絡（2019 年家庭の生活実態及び生活

意識に関する調査の実施について）で既にお知らせしているところであるが、現時点に

おける調査概要（案）は、別添のとおりである。 

本調査は、前回と同様、一般世帯と生活保護世帯につき、それぞれ別系統で調査を行

うこととしており、 

① 一般世帯は、2019 年国民生活基礎調査（所得票及び貯蓄票）の後続調査 

② 生活保護世帯は、当課で毎年実施している社会保障生計調査の後続調査 

として、いずれも７月に実施する予定としている。 

また、調査客体としては、 

① 一般世帯は、2019 年国民生活基礎調査（所得票及び貯蓄票）の調査対象となって

いる世帯のうち約 32,800 世帯（1,640 単位区） 

② 生活保護世帯は、2019 年度社会保障生計調査の調査対象となっている生活保護世

地域的範囲 属性的範囲

被保護者調査 全　国 被保護世帯 全　　数 年次調査 年次調査

【年次調査】基礎・個別 　約164万世帯 　毎年7月31日現在 　毎年8月31日

【月次調査】 月次調査 月次調査

　毎月 　翌月20日

医療扶助実態調査 全　国 医療扶助受給者 ６月基金審査分 毎年7月 毎年8月中

診療報酬明細書及び
調剤報酬明細書

社会保障生計調査 　14 都道府県 被保護世帯 抽　　出 年度 翌月末日

　6 指定都市 　1,110世帯 　4月から翌年3月まで毎月

12 中核市

　（注）

家庭の生活実態及び 全　国 一般世帯 一般世帯 一般世帯 2019年8月31日

　生活意識に関する調査

被保護世帯 被保護世帯 被保護世帯

調査票等の
提出期限

　約32,800世帯 　2019年国民生活基礎調査で所得票

及び貯蓄票が配布される2,000単位区

から無作為抽出した1,640単位区内の

全ての世帯

　2019年7月11日（2019年国民生活基

礎調査(所得票及び貯蓄票）と同時実

施）

　1,110世帯   2019年社会保障生計調査の報告者

となっている全ての被保護世帯

　2019年度社会保障生計調査（7月

分）と同時実施

調査の名称
調査の対象

対象選定の方法 調査の周期及び時期
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帯 1,110 世帯全て 

とする予定であり、特に、一般世帯への調査については、ほぼ全ての都道府県・指定都

市・中核市に調査の実施を依頼する予定であるので、その旨御承知おき願いたい。 

また、生活保護世帯への調査については、2019 年度社会保障生計調査の調査対象であ

る下記の３２の自治体に依頼することとしており、本年７月に、通常の社会保障生計調

査に加えて、本調査を実施することになるため、お手数をお掛けすることになるが、本

調査の円滑な実施に御協力をお願いするとともに、特段の御配慮をお願いしたい。 

（2019 年度社会保障生計調査の調査対象自治体） 

○ 都道府県（14 都道府県） 

北海道、岩手県、山形県、栃木県、埼玉県、東京都、神奈川県、福井県、岐阜県、 

大阪府、和歌山県、岡山県、山口県、宮崎県 

○ 指定都市（６市） 

札幌市、川崎市、新潟市、名古屋市、京都市、北九州市 

○ 中核市（12 市） 

青森市、船橋市、富山市、姫路市、奈良市、呉市、下関市、高松市、高知市、 

佐世保市、大分市、鹿児島市 

なお、本調査は政府統計の一般統計調査として実施するものであり、統計法（平成 19

年法律第 53 号）に基づき、総務大臣の承認を受ける必要があることから、現在、総務省

への承認申請中であって、その審査の過程で調査内容等が変更になる場合もあるが、い

ずれにしても、調査内容等の詳細については、承認手続完了後、速やかにお知らせする

ので、御承知おき願いたい。 

※ 2019 年国民生活基礎調査において、調査員が再三訪問しても不在等で一度も面接できない世

帯に限り、郵送にて回収する方式を一部の自治体で行う予定であり、本調査も同様に郵送回収

方式を行うことを予定している。 

 

３ 提出期限の厳守について 

  各調査は、各自治体の関係者の御理解、御協力によって実施されているが、一部の自

治体からの提出が遅れると、結果として全体の集計に支障を来すこととなることから、

集計作業を遅滞なく行うためにも、引き続き提出期限の厳守をお願いしたい。 
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４ 生活保護業務関係システムの改修について 

（１）マイナンバーによる進学準備給付金の情報連携に伴うシステム改修について 

マイナンバーによる進学準備給付金の情報連携については、2020 年６月からの稼働

を予定しており、進学準備給付金の情報（支給年月及び支給額）をマイナンバー情報

連携の対象として追加することにしている。 

これに伴い、各自治体の「生活保護基幹事務システム（生活保護事務処理システム）」

について、進学準備給付金の副本情報を中間サーバーに搭載可能とするための改修を

行う場合においては、その改修に要する費用を生活困窮者就労準備支援事業費等補助

金の補助対象（補助率：２／３）とする予定であるので、御了知いただくとともに、

必要に応じ、予算措置に向けた事前調整等所要の準備をお願いする（国庫補助協議に

係る事務手続等については、別途お示しする）。 

なお、進学準備給付金に係る特定個人情報データ標準レイアウトについては、今後、

デジタルＰＭＯ（国・地方自治体・各データ保有機関の連携を図るため、番号制度に

関する情報共有を目的としたコミュニケーションツール）に掲載する予定（2019 年６

月予定）であるので、併せて御承知おき願いたい。 

 

（２）その他のシステム改修について 

その他、生活保護制度の効率的かつ適正な実施を推進する観点から、生命保険会社

に対する被保護世帯の資産調査を効率的に実施するための統一様式を出力するため

に行う「生活保護基幹事務システム（生活保護事務処理システム）」の改修に要する

費用を生活困窮者就労準備支援事業費等補助金の補助対象（補助率：１／２）とする

予定であるので御了知願いたい（稼働開始時期は 2020 年４月の予定）。 

また、前述のとおり、生活保護世帯の状況を的確に把握する観点から、被保護者調

査について、調査項目の追加等を検討しているところであり、これに伴うシステム 

改修に要する費用についても同様に補助対象（補助率：１／２）とする予定である。 

なお、これらのシステム改修の詳細（仕様）については、追ってお示しする予定で

あるので、御承知おき願いたい。 

 

（３）生活保護基準額算出ツールの配付について 

昨年、平成 30 年（2018 年）10 月の生活保護基準の改定に対応したエクセル版の生
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活保護基準額算出ツールを各自治体に配付したところであるが、2019 年 10 月に予定

している生活保護基準の改定に対応した算出ツールについても、昨年と同様、各自治

体に配付する予定であるので、窓口対応や基準額の算出などに活用されたい。 

 

（４）新元号の施行に対応するためのシステム改修等について 

国の「生活保護業務データシステム」については、2019 年５月に予定されている新

元号の施行に対応するための改修を今年度中に実施することとしているが、これらの

改修に伴う仕様等の内容は既にお知らせしているところである。 

ついては、各自治体の「生活保護基幹事務システム（生活保護事務処理システム）」

における新元号の対応に関しては、新元号の施行後、生活保護業務の事務処理に支障

が生じないよう必要なシステム改修を行うなど、新元号の施行に向けた準備に万全を

期されたい。 
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事 務 連 絡 

平成３１年１月１６日 

 

都道府県  

各 指定都市 社会福祉統計主管課 御中 

 中 核 市  

 

厚生労働省社会・援護局保護課調査係 

 

 

2019 年家庭の生活実態及び生活意識に関する調査の実施について 

 

 

 生活保護制度に関する各種統計調査の実施にあたりましては、日頃より種々ご協力

をいただき、厚く御礼申し上げます。 

「家庭の生活実態及び生活意識に関する調査」は、一般世帯及び生活保護世帯の生

活実態等を調査し、今後の生活保護基準の検証や制度の見直しに係る基礎資料とする

ものであり、2016 年（平成 28年）に前回調査を実施したところでありますが、下記の

とおり、次回の調査を 2019 年に実施することとしております。 

本調査の実施にあたりましては、各地方自治体の皆さまにご負担をおかけすること

になりますが、調査の円滑な実施にご協力をお願いしたします。 

 

記 

 

１ 調査対象 

本調査は、一般世帯と生活保護世帯について、それぞれ別系統で調査を行うことと

しており、 

① 一般世帯は、2019 年に実施する国民生活基礎調査（所得票及び貯蓄票）の 

後続調査 

② 生活保護世帯は、当課で毎年実施している社会保障生計調査の後続調査 

として、いずれも 2019 年７月に実施する予定でございます。 

一般世帯への調査については、2019 年の国民生活基礎調査（所得票及び貯蓄票）

の調査客体に対して実施することになるため、ほぼ全ての自治体に調査の実施をお願

いすることになりますので、その旨ご承知おき願います。 

 

２ 今後の主な予定 

今後の主な予定は、以下のとおりです。 

2019 年２月    全国厚生統計主管課担当者会議 

2019 年３月    生活保護関係全国係長会議 

2019 年５月～６月 調査票・調査必携等の関係書類の送付、調査客体の決定、 

             委託費の交付決定、委託契約の締結 

2019 年６月    地区別事務打ち合わせ会議の開催 

2019 年７月    調査の実施 

2019 年８月末   調査票の回収 

参考 
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３ 本調査に係る経費（一般世帯分） 

本調査に係る経費（一般世帯分）については、委託費（公的扶助資料調査委託費）

として別途交付することとし、交付基準額単価は下記のとおりとする予定です。 

なお、委託費の交付決定については、一般世帯の調査客体決定後に行う予定であり

ますので、ご承知おき願います。 

○ 調査員手当（それぞれ管内の政令市・中核市を含む） 

・ 東京都            １５，２６０円（１単位区当たり） 

・ 神奈川県           １５，２４０円（１単位区当たり） 

・ 大阪府            １４，５００円（１単位区当たり） 

・ 上記以外の道府県       １４，２２０円（１単位区当たり） 

○ 調査協力記念品費           ２００円（１世帯当たり） 

○ 調査事務費（交通費、輸送費等）  ３，０００円（１単位区当たり） 

 

４ その他 

本調査は、政府統計の一般統計調査として実施するものであり、統計法に基づき、

総務大臣の承認を受ける必要があります。 

このため、現在、総務省への承認申請中でありますが、総務省による審査の過程で

調査内容等が変更になる場合があります。別添の調査概要（案）については、現時点

のものとなりますが、調査内容等の詳細については、今後改めてお知らせすることと

しておりますので、ご承知おき願います。 

なお、ご参考として、前回の 2016 年（平成 28年）調査の調査票と調査必携（一般

世帯分）をお送りいたします。 

 

 

 

                  照会先 

 厚生労働省社会・援護局保護課調査係 

     佐々木、栗原 

                   TEL：03-5253-1111 （内線 2828） 

  FAX：03-3592-5934 

  E-mail：seihotoukei@mhlw.go.jp  
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（別 添） 

 

2019 年家庭の生活実態及び生活意識に関する調査の概要（案） 

 

１ 調査の目的 
 

一般世帯と生活保護受給世帯の生活実態及び生活意識を把握することにより、生活

保護基準の検証及び今後の生活保護制度の検討に向けた基礎資料とする。 
 
２ 調査の対象 
 

一 般 世 帯 ：2019 年国民生活基礎調査（所得票及び貯蓄票）の調査対象となっ 

ている世帯のうち約 32,800 世帯（1,640 単位区） 

生活保護世帯：2019 年度社会保障生計調査の調査対象となっている生活保護世帯 

         1,110 世帯全て 
 
３ 調査実施日 
 

一 般 世 帯 ：2019 年７月 11日（2019 年国民生活基礎調査（所得票及び貯蓄票） 

と同時実施） 

生活保護世帯：2019 年度社会保障生計調査（７月分）と同時実施 
 
４ 調査事項 
 

家庭の状況、普段の生活、耐久財の保有状況、親族・近隣とのおつきあい、 

レジャーや社会参加、住まいの状況、家計の状況、育児・子育て・子どもの教育 
 
５ 調査の方法 
 

調査票は調査員が世帯を訪問して配布し、留置の上、後日、調査員が回収する。 

ただし、やむを得ない場合のみ密封回収とする。 

※ なお、2019年国民生活基礎調査において、調査員が再三訪問しても不在等で一度も面接

できない世帯に限り、郵送にて回収する方式を一部の自治体で行う予定であり、本調査も

同様に郵送回収方式を行うことを予定している。 
 
６ 調査の系統 
 

厚生労働省  都道府県         福祉事務所  調査員  世帯 

 

            市 ・ 特別区及び福祉 

             事務所を設置する町村 
 
郵送回収の場合 ※ 

 
※ 調査員が再三訪問しても不在等で一度も面接できない世帯に限る。 

 
７ 集計及び結果の公表 
 

厚生労働省において調査結果の集計を行い、その調査結果については、厚生労働省

ホームページに掲載する。 
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